
 

 

 

 

次第 

 
13：00～13：10 開会・学長挨拶 

13：10～15：00 研究発表 

15：00～15：30 評価表集計 

15：30～16：00 審査結果発表・表彰式・総括 

 
※閉会後、全体の記念撮影を行います  

 

 

 

 

 
令和 8 年（2026 年）2 月 16 日（月）13：00～16：00 

熊本県立大学 中ホール 

 
 

令和 7 年度（2025 年度） 

地域連携型学生研究 

公開審査会 

抄録集 

 



 

＜地域連携型学生研究について＞ 
 

地域連携型学生研究制度は、地域社会・地域企業から共同研究テーマを募集し、そのテーマに

対し、学生研究として取り組むことで、実社会と学生とを結びつけ、社会の知識のあり方、コミュニケ

ーション力、問題分析・解決力などを会得していくことで、学生の自律と自立に向けた就業力の育成、

向上を図るものです。 

 

平成２３年度より本格始動した本制度も、本年度で１5 年目を迎え、これまで多くの地域団体・企

業様と連携して参りました。今年度は多大なご尽力のもと、8 のグループが研究に取り組んで参りまし

た。また、「地域ラブラトリー」を通しての情報発信にも取り組んでおります。 

 

本日は、これまで１年間、学生が取り組んできた研究の最終報告の場であると同時に、本制度に

参加する異分野の学生との意見交換を通して視野を広げること、また、専門分野が異なる人達に研

究内容を正しく伝えていく表現力とプレゼンテーションを身につけていくことを目指しています。 

 

＜令和 7 年度（2025 度） 地域連携型学生研究取組スケジュール＞ 
 

 令和 6 年(2024 年) 

・ 10 月   研究テーマ募集 

 令和 7 年(2025 年) 

・ 1 月～2 月  応募研究テーマと研究グループのマッチング 

・ 2 月    研究グループ決定 

・ 4 月 24 日  決定書交付式・オリエンテーション 

・ 5 月   地域ラブラトリーWordPress 講習会 ※更新は随時 

・ 10 月１4 日     中間報告会 

・ 10 月 6 日  次年度研究テーマ募集 開始 

 令和 8 年(2026 年) 

・ 1 月～2 月  次年度応募研究テーマと研究グループのマッチング 

・ 2 月 16 日  公開審査会 

・ 3 月   点検評価委員会 

 

【留意点】 

 発表は 1 グループあたり 9 分、連携先からのコメント 3 分の計 12 分です。 

 評価については、教員による評価と学生による相互評価を行います。教員による評価から「最優秀

賞」・「優秀賞」を、学生による相互評価から「学生賞」を授与します。 

 

 

 



 

 

 連携先 

（グループ名） 
研究テーマ 担当教員 

1 
宇城市役所 

(うっきー) 
今後 3 年間の宇城市プロモーション計画提案について 

総合管理学部 

飯島賢志 
 

2 
御船町役場 

（おふねざうるす） 
持続的な人口増加のための政策提言 

総合管理学部 

飯島賢志 

3 
天草市役所 

（天草プロジェクト） 
高校生の地域内就職意識を高める取組みに関する研究 

総合管理学部 

井寺美穂 
 

4 
宇城市役所 

（佐藤工務店） 

空き家の流動性向上を目的とした遠隔管理システムと 

最低限改修に関する研究 

―熊本県宇城市を対象として― 

環境共生学部 

佐藤哲 

5 

熊本県県北広域本部 

阿蘇地域振興局 

（草原チーム） 

草原で行うアクティビティを含むツアーが、 

気分や睡眠の質、ストレス耐性におよぼす効果 

環境共生学部 

松本直幸 
 

6 
熊本日日新聞社 

（ぷくすけ） 
若者が得たい情報 若者に得てほしい情報 

総合管理学部 

飯島賢志 
 

7 
大津町役場 

（江藤家ＰＪ） 

昭和 12 年に行われた江藤家第 10 代当主武彦氏の 

披露宴メニューの解読と料理の再現 

環境共生学部 

田尻美千子 
 

8 

一般財団法人 

熊本県スポーツ振興事業団 

（Society5.zono） 

運動公園の平日の利用促進に関する研究 

―ビンゴカードと歩数計アプリの連携による公園利用促進― 

総合管理学部 

小薗和剛 
 

 

【発表プログラム】 



令和 7 年度(2025 年度)地域連携型学生研究公開審査会 

今後 3 年間の宇城市プロモーション計画提案について 
 
メンバー：家入聖華、岩永理沙、小椋すみれ、岸本麗菜、橋口恭吾 

指導教官：飯島賢志 

連携企業・団体：宇城市役所市長政策部企画課広報プロモーション係 

グループ名：うっきー 

 

要 約 

 宇城市では、人口減少傾向にある市の現状を緩和させるため、子育て層を対象として移住定住

の促進を図るシティプロモーション活動を行ってきた。しかし、まだ、効果的な結果を得るべく

模索中である。そこで、これを改善するために、実際に熊本県内の子育て層にアンケートを取り、

その結果をもとに学生目線で作成した今後 3 年間の宇城市のプロモーション計画を宇城市役所の

方々に提案する運びとなった。「知ってもらう」「来てもらう」「住んでもらう」ためには何が

必要なのかを分析し、今後 3 年間のプロモーション計画を作成した。 

キーワード：宇城市、子育て層、まちづくり、人口減少 

1. はじめに  

宇城市では、人口減少が進行する市の現状

を緩和するため、子育て層を主なターゲット

とした認知度向上および市内外からの移住・

定住の促進を目的に、市の魅力を発信するシ

ティプロモーション活動に取り組んでいる。

具体的には、YouTuber を起用した情報発信

や、芸能人を宇城市プロモーション大使に任

命するなどの、先進的な事業を展開してきた。

しかし、これらの取り組みは十分に市内外へ

浸透しているとは言えず、市の魅力向上およ

び発信力の強化が課題として挙げられている。

また、本年度は宇城市長の交代に伴い、今後4
年間の最重要テーマとして「人口減少対策」

が掲げられたことから、プロモーションにお

けるターゲット層や目標の再設定が行われた。

具体的には、宇城市周辺自治体に居住してい

る、または市外から宇城市へ通勤している 20
代から 30 代の子育て層・共働き世帯を主な対

象とし、宇城市への移住・定住の促進を目指

す方針が示されている。以上の宇城市からの

提案を踏まえ、昨年度の本研究グループでは、

宇城市市長政策部企画課広報プロモーション

係と連携し、宇城市の認知度向上および市内

外の子育て世帯に対する移住・定住促進を目

的とした効果的な情報発信媒体に関する検討

や魅力発信方法について研究を行った。今年

度は、昨年度の成果を踏まえ、宇城市から求

められている「学生目線による宇城市のプロ

モーション計画の作成」を研究の最終目標と

する。 

 

2. 方 法 

 前学期では、宇城市と人口規模が近い市町

村との比較を行うため、人口推移などの統計

データの収集および分析を中心に実施した。

あわせて、宇城市の現状を直接把握すること

を目的に現地調査を行い、三角・不知火・小

川方面を訪問した。具体的には、三角西港、

不知火美術館、熊本県内初の e スポーツ施設

である「うきのば」などを調査し、地域資源

や子育て環境に関する理解を深めた。現地調

査を通して、親子で安心して利用できる施設

が多いという魅力が確認できた一方で、日常

的な利便性の面、特に宇城市西側における開

発の遅れといった課題も明らかになった。こ

れらの知見を、プロモーション計画立案の基

礎資料とした。 
 

現地視察(2025 年 7 月 11 日) 
・海のピラミッド 

・三角西港 

・大見石畳公園 

・うきのば 

・松合食品 

・小川商店街 

・不知火美術館 

 

後学期には、熊本県在住者を対象としたアン

ケート調査を実施し、その結果を分析した。

最終的に、これらの調査・分析結果を基に、

学生目線による宇城市のプロモーション計画

を提案する。 

 



 
   
 

 
   
 

3. 各アンケート調査の目的 

 

①熊本県立大学の学生向けアンケート調査 

 将来的な移住候補層となり得る学生からの

宇城市の認知度を把握し、今後県内全体へ調

査を拡大するための基礎的なデータを得るこ

とを目的とした調査。 

 

②新築を建てた方向けアンケート 

 本年度に宇城市役所が実施した、「実際に

宇城市に新築を建てた層」の行動理由や評価

を明らかにすることを目的としたアンケート

調査。②と③の調査結果を比較することで、

実際に移住地として選んだ層と選んでいない

層の考え方を把握することが可能となる。 

 

③暮らしと移住に関する意識調査  

 本調査は熊本県内在住の 18 歳以上 69 歳以

下の男女で、調査会社に登録の 4548人の方々

を対象に実施し、539 人から回答を得たもの

である。宇城市に在住している住民の方々と、

熊本県内の宇城市を除いた市町村の住民の

方々からの宇城市の評価を把握することで何

が課題であるかを浮き彫りにできると考えら

れる。また、そもそも移住に興味があるのか、

その条件となるものは何かを把握することも

可能となる。 

 

 

4. 仮 説 

 宇城市のプロモーション計画（step1[知っ

てもらう]、step2[来てもらう]、step3[住ん

でもらう]）を作成するにあたり、stepごとに

どのような課題があるか、どのような活動を

実施すれば達成に近づけるかという仮説を立

て、アンケート調査の項目を考案した。 

 

・step1[知ってもらう] 

宇城市役所は現在に至るまで、先進的な活

動を行っているが、それらの活動を通して伝

えたい想いが宇城市外の方々に届いていない

という現状があると私たちは仮説を立てた。

具体的には、宇城市に移住することで得られ

るメリットが、宇城市外の方々へ伝わってい

ない可能性が高いと考えている。そのため、

「宇城市を知っているか（住みたいと思う

か）」という質問を加え、「知っている（住

みたいと思ったことはない）」という選択肢

に回答が集中すると仮説を立てた。 

 

・step2[来てもらう] 

 宇城市は交通アクセスが良く、来てもらう

という点においては優れている市であると私

たちは考えている。そのため、ターゲット層

の気を引くような情報を上手く発信すること

ができれば、宇城市を訪れる人が増加すると

仮説を立てた。宇城市には自然環境が良い観

光スポットやショッピングモールもあるため、

step1 の成果を充実させていくことで、実際

に宇城市へ足を運んでもらえる機会は増加し

ていくと考える。 

 

・step3[住んでもらう] 

 移住を検討する際に何を重視するかという

点を明確にするために、「移住先を考える際

に重視する条件」という質問を加えた。私た

ちは「勤務先へのアクセスの良さ」という選

択肢に回答が集中すると仮説を立てているが、

この仮説通りの場合、交通アクセスが良い宇

城市にとって有力な情報となるだろう。交通

アクセスが良いという点から、「現在の勤務

地」を聞く質問も加えており、この回答が

「居住市町村外」という項目に集中した場合、

交通アクセスの良い宇城市は、ベッドタウン

としてもポテンシャルが高いと言える。 反

対に、どこをネックに感じるかという点を明

確にするために、「現在居住している地域の

不満点」を聞く質問も加えた。私たちは実際

に宇城市を訪問して、全体的な商業施設の少

なさや、宇城市西側の日常的な利便性の低さ

等の点が、住むという観点において宇城市が

選択肢から外れてしまう要因になっているの

ではないかと仮説を立てた。宇城市外に在住

している方々の居住地不満点を課題として捉

え、他市町村よりも優れた点を一つずつ増や

していくことが重要であると考える。 

 

5. 結果 

 以下、仮説に対応したアンケート③の結果

を示す。 
表 1：宇城市の認知と居住への興味 

 
❇100％＝539 人 



 
   
 

 
   
 

表 2：現在の勤務地 

 
❇100％＝539 人 

 

表 3：現住地の不満点 

 
❇100％＝539 人 

 

表 4：移住先に求める条件 

 
❇100％＝539 人 

 
6. 考察 

 表 1 では仮説通り「宇城市を知っているが

住みたいと思ったことはない」層が全体の 7
割を超えていた。しかし、宇城市を知ってい

て、住みたいと思ったことがあると答えた層

が少数ながら存在した。この層にいかに宇城

市の良さを届け、移住したいと思ってもらえ

る提案を考えられるかが鍵になると感じた。 
 表 2 では想定よりも勤務先が居住地である

層が全体の半分を超え、居住地外に勤務地が

ある層は全体に約 2 割だった。この約 2 割の

層に、宇城市の交通利便性の良さを知っても

らうことができれば、勤務地域次第では宇城

市への移住に興味を示してくれるのではない

かと感じた。 

 表 3 では「交通の利便性」や「商業施設の

不足」という不満に多く回答が集まった。こ

の 2 つの点は「住む」という観点で見た時に

重視される点であることを理解できたととも

に、宇城市の今後の情報発信次第で、「交通

利便性の良さ」という魅力に惹かれる層を移

住検討層に変えることができるかもしれない

と感じた。 
 表 4 では私たちの仮説通り、「交通利便

性」、そして「医療・福祉の充実」、「商業

施設の利便性」という 3 つに回答が多く集ま

った。表 3 同様、多くの方が交通利便性を住

む場所に求めていることが分かると同時に、

商業施設の充実度も求められていることが分

かる。 

 

7. 結論 

 仮説と結果を踏まえた宇城市のプロモーシ

ョン計画を step ごとに提案していく。 

 

・step1 [知ってもらう] 

 まず事例として千葉県流山市のブランディ

ングプランを挙げる。この事例は、ターゲッ

トを「都心で働く共働きの子育て世代」に絞

り込み、駅の看板だけでなく、ターゲットが

検索しそうなワードに連動した WEB 広告を

徹底して発信した結果、6 年連続で人口増加

率全国 1 位（市町村区分）を達成し、特に 30
代〜40 代の転入が激増した。 

 この事例と結果を踏まえ、表 5 で回答が集

中した「勤務地への近さ」と「交通の利便性」

をセットで訴求することを提案する。 

 例えば「熊本市まで通勤〇〇分」などの交

通利便性の良さが一目で分かるようなキャッ

チコピーでショート動画への発信、WEB広告

を展開する。表 3 で最も回答が集中した「交

通利便性」という不満を持って生活している

層にこの情報を届けることができれば、表 1
で「宇城市を知っているが住みたいと思った

ことはない」と回答した約 75%の回答者の注

目が宇城市に向く可能性が高まると考える。 

 
・step2[来てもらう] 

 この step での提案を考える際に、私たちは

ターゲット層が若者であることに注目した。

私たち自身が、何があれば宇城市を訪れたい

と思うのか。そして表 3 と表 4 から分かるよ



 
   
 

 
   
 

うに、「商業施設の充実度」を住む場所に求

めている層が一定数存在することを考えた際

に、若者層の情報取得や消費行動が SNS を起

点としていることを踏まえ、話題性や発信性

の高いブランドや企業を誘致していくことが

重要であると考えた。そこで、既存のエリア

を活用し、目的を持って訪れる場所へと段階

的に転換していく施策を提案する。具体的に

は、宇城市にはイオンモール（商業施設が集

積する区域）が既にあるため、宇城市のイオ

ンモール街に話題性や発信性の高いブランド

や企業を誘致し、アウトレット施設へとアッ

プグレードしていくという施策を提案する。

これまで、宇城市はイオンモール街を用いた

期間限定のイベントなどを通して、一時的に

人を呼び込んできた。しかし、この一時的な

呼び込みを定期的な呼び込みへと変化させて

いきたい。イオンモール街に話題性のあるフ

ァッションブランドや飲食系列の企業を誘致

し、鳥栖を例としたようなアウトレット街に

アップグレードしていくことで、周辺地域か

らの来訪者を継続的に確保し、商業エリアと

しての集客力と需要を強固なものにできると

考える。 

 
・step3[住んでもらう] 

 step2 での提案が実現した場合、交流人口

の増加に加え、就労世代の雇用創出につなが

る。これを起点にさらに企業誘致を進めてい

くことで、宇城市内で働く選択肢を増やし、

来訪者を定住へとつなげていく。 

 ここから重要になるのは、step2 で増加し

た来訪者から実際に居住地として選ばれる環

境づくりである。本 step の「住んでもらう」

という視点では、支援制度や長期的な子育て

施策の強化を主軸に置くのではなく、働く場

所と生活利便性が両立することを重視してい

くべきであると考える。そこで本 step では、

駅近物件や主要道路へのアクセスの良さを優

先的に検索できる「移住者向け不動産サイト」

の運営を提案する。表 3 と表 4 から、移住検

討層は支援制度よりも通勤のしやすさといっ

た生活利便性を重視している人が多いことが

分かる。そのため、通常の不動産サイトとは

別に本サイトのような移住を希望している方

向けの物件に特化した不動産サイトの運営を

開始することで、移住希望者が自分に合った

物件をストレスなく見つけることができるよ

うになるだろう。 

 

8. 今後の課題と展望 
 本提案における課題は、アウトレット化に

よる集客が一過性に終わる可能性や、雇用が

限定的・非正規中心となった場合、定住につ

ながりにくい点である。 

 一方で、商業集積を起点に企業誘致や住宅

整備を段階的に進めることで、｢訪れる場所｣

から｢暮らす場所｣へと地域の役割を転換でき

ると考える。交流人口の増加を定住へと結び

つける仕組みを構築することで、宇城市の持

続的な人口定着と地域活性化が期待される。 

 本年度に行ったアンケート結果や私たちの

考案したプロモーション計画が少しでも宇城

市の発展に貢献できると幸いです。 

 

9. 社会人基礎力 

 本研究において、実地調査やアンケート調

査を通じて現場の実情を把握し、そこから自

ら課題を見出し解決策を検討する一連のプロ

セスを経験した。この過程により、表面的な

課題だけでなく、その背景や要因を多角的に

捉える視点が養われたと考えられる。以上の

ことから、課題を主体的に発見し、論理的に

整理する課題発見力が向上したといえる。 
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持続的な人口増加のための政策提言 
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要 約 

 熊本県中部に位置する御船町。熊本県内の市町村で第 1 位、全国の同規模人口自治体比で第 3
位（住民基本台帳人口、令和 6 年 1 月 1 日時点）の人口増加率を記録し、直近 5 年間（令和 2 年

～令和 6 年）の社会増も達成している。しかし、このような実績に反して、将来推計人口による

と、人口は減少を続けると見込まれており、出生数の低下から同時に高齢社会への懸念も強まっ

ている。このような状況のもとで、御船町が持続的な人口増加を達成するために求められること

をデータ分析を通して考察し、政策提言を行った。 
 
キーワード：子育て支援，持続可能なまちづくり

1. はじめに 
 御船町は、熊本県中部に位置し、恐竜のま

ちとしても有名である。町内には大型商業施

設や高速道路のインターチェンジを有してお

り、熊本県菊陽町に TSMC が進出した今、今

後の動向が気になる自治体のひとつだ。また、

令和 6 年 1 月の住民基本台帳人口ベースでは

県内トップの人口増加率を誇り、全国 45 位と

明るい兆しを見せている。また、直近 5 年間

も継続して社会増を達成している活気ある町

でもある。しかし、少子高齢化の波は強く、

将来の総人口は大きく減少する見込みだ。 
 社会増を維持しつつ、やがては自然増へと

つなげていくためには何が必要とされるのか。

本研究では、この課題に対し、定量的なデー

タ分析と定性的な意識調査の両面からアプロ

ーチし、御船町がとるべき具体的な政策を提

言する。 
 
2. 方 法 
2.1 研究の方針 
 本研究では、御船町役場まちづくり課の皆

様のご要望から、御船町の増加率が県内で 1
位となった要因の分析、人口増加率が高い自

治体の分析、施策の検討の 3 つを主軸として

活動することとした。 
 活動を進めるにあたり、人口増加の要因に

関して「熊本県内に TSMC が進出したため」

「子育て支援制度が充実しているため」「都市

機能と自然のバランスが取れた住環境が整っ

ているため」という 3 つの仮説を立て、これ

らの検証と、政策提言に必要な情報の収集の 

ために既存の公的統計データによる現状分析

に加え、フィールドワークと多角的なアンケ

ート調査を組み合わせた「実態解明」をテー

マに活動することとした。 
 
2.2 公的統計データによる分析 
 総務省が公開している住民基本台帳の人口

動態統計のデータをもとに、御船町とその周

辺地域の人口推移に関するデータの収集、分

析を行った。 
 
2.3 他自治体の分析と御船町の実地調査 
 人口増加率の高い同程度の人口規模を持つ

他自治体の分析を行った。今回は、御船町を

含む上位 7 位までに絞り、北海道倶知安町・

長野県御代田町・京都府大山崎町・三重県川

越町・神奈川県大井町・長野県南箕輪村を対

象とした。各自治体の公式ウェブサイトで公

開されている情報を参考に暮らしや街づくり

について調査した。調査をもとに、2025 年 7
月に御船町役場まちづくり課の協力のもと、

御船町の実地調査を行い、町の様相や現状に

ついて理解を深めた。 
  
2.4 アンケート調査 
 2025 年 12 月 19 日(金)〜12 月 31 日(水)の
期間に御船町住民へのアンケートを実施し

た。御船町役場まちづくり課の協力のもと、

広報誌にアンケート QR コードを載せたチラ

シを折り込んで頂いた。住民の方が感じてい

ることや、持っている具体的な意見を収集す

ることを目的とし、選択式と記述式の問いを 



用いたアンケートとすることで、より具体的

な意見を集めることを狙いとした。 
 当初は、12 月 15 日(月)からアンケートの

回答を受け付ける予定であった。しかし、回

答制限に対する定義の曖昧さや、フォームの

不備についてご意見を頂いたことから 12 月

19 日(金)からの実施となった。まちづくり課

の皆様や回答をご検討いただいた皆様に多大

なご迷惑をおかけしたことを、真摯に受け止

め深く反省し、お詫び申し上げたい。 
 また、2026 年 1 月に調査会社を利用し熊本

県全体へのアンケート調査を行った。御船町

民を対象に行ったアンケートとは趣旨が異な

り、多数のサンプルを集め、統計的な分析を

行うためのデータを集計するためのアンケー

トという位置づけとしている。 
 
3. 結 果 
3.1 公的統計データによる分析の結果 
 住民基本台帳のデータを利用し、令和5年1
月 1 日から令和 6 年 1 月 1 日までの人口増加

率を調査した。熊本県内のすべての市町村を

対象としている。 
 
表 1 令和 5 年 1 月 1 日から令和 6 年 1 月 1 日

までの人口増加率 

 
 表 1 はデータを一部抜粋したもの。TSMC の

工場が位置する菊陽町を中心とした県北地域

（自治体名と増加率にマーカーが引いてある

もの）の自治体の人口はおおむね増加してい

ることがわかる。一方、菊陽町から距離のあ

る県北地域の自治体（自治体名と増加率にマ

ーカーが引かれていないもの）や、県南地域

の自治体はいずれも減少している。人口が増

加している自治体の位置関係から、TSMC 進

出の影響は少なからずあったのではないかと

考えた。人口流入の波に御船町も乗じること

ができたのではないだろうか。 
 
 

3.2 実地調査の結果 
 実地調査を通し、現地の様相を肌で感じる

ことができた。平坦部には病院や役場、学校

や商業施設など、基本的な都市機能が非常に

コンパクトに収められており、各施設へのア

クセスは非常に良好であることが伺えた。 
 一方、中山間部はその地理的要因からも、

居住に関しては非常に厳しいと言わざるを得

ないという印象を受けた。中山間部一帯は自

然が豊かな土地であったため、この特徴を生

かすことができる方策の模索の必要性を感じ

られた。 
 
3.3 他自治体の分析 
 各自治体の公式ウェブサイトを基に、他自

治体の動向を分析した。まず、町の「総合計

画」策定時に実施された住民意識調査を比較

対象とし、まちづくりに対する市民ニーズの

大まかな共通項を抽出した。 
 
表 2 市民ニーズ・意識の共通点 

魅力 

満足度高い 

・自然の豊かさ 

・上下水道の整備 

満足度低い 
・買い物の不便さ 

・公共交通の不便さ 

重視していく 

べき街づくり 

分野 

・公共交通 

・安全/安心なまち、 

歩行環境整備 

・防犯/防災対策 

・ごみ処理/不法投棄対策 

住み続けたい 

理由 

・住み慣れて愛着がある 

・家や土地がある 

・買い物が便利 

町外へ移りたい 

と思われる理由 

・買い物などの日常生活に不便 

・交通が不便 

・通勤/通学の都合、不便さ 

移り住んだ理由 

・土地や住宅など良い物件があった 

・職場/学校への利便性 

・家族/親族/知人がいるから 

 表 2 より、住み続けたいと思う理由や、町

外へ移りたいと思う理由に「買い物」や「公

共交通」の利便性が挙げられていた。このこ

とから、「買い物」や「公共交通」の充実が満

足度や移住・定住に関与すると考えられる。

また、移り住む理由として「土地や住宅など

の良い物件」が挙げられ、社会増を図る上で

必要となる項目だと考えられる。 
 また、政策では地域の特色を生かしたリゾ

ート地としての街づくりや景観計画区域、 
子育てのための施設整備やソフト事業の充実

が行われていた。 
 

 



3.4 御船町住民へのアンケート調査の結果 
 本アンケートからは、127 件の回答を得る

ことができた。 
 
表 3 転入時期・理由、職場の所在地の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 3 各項目の単純集計を行い、上位 3 位の

項目をそれぞれまとめた。これらの項目を用

いてクロス集計を行った結果、「このアンケー

トからは、TSMC 進出と人口増加の間に有意

な関連性は見いだせなかった」、「子育て支援

の充実度よりも住宅や土地の取得のしやすさ

に魅力を感じる人が多かった」、「都市機能と

自然の両立に魅力を感じている人は多かった

が、その資源を生かし切れていない」という

結論を得た。 
 また、ワードクラウドを用いて、「御船町の

暮らしで不満な点、改善してほしい点」と

「中山間地域に求める施設や活用法」に関し

て分析を行った。 
 
図 1 御船町の暮らしで不満な点、改善して

ほしい点に関する回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1より、「飲食」、「交通」の 2つのワードが

特に大きく表示されていることがわかる。 
飲食店の少なさと、公共交通機関の使い勝手

の改善を訴える声が多く見受けられた。また、

図書館や公園などの公共施設の整備を求める

意見も多く寄せられていた。 
 
図 2 では、自然というワードが大きく表示さ

れている。豊かな自然や、御船町ならではの

資源である「恐竜」を生かした公園やレジャ

ー施設などに活用してはどうかという提案が

多数寄せられていた。 
図 2 中山間地域の活用方法に関する回答 

 
 また、自由回答欄では、「消防団の加入が移

住の障壁となるのではないか」「産廃処理施設

建設についての懸念」などの住民ならではの

声を頂いた。 
 
3.5 熊本県民へのアンケート調査の結果 
 本アンケートからは、有効回答数 539 サン

プルを得ることが出来た。集まった回答をも

とに政策提言のための分析を行った。 
 
図 3 移住・転居をすると仮定した場合に最も

重視する条件 

 
 まずは、移住・転居に重要な条件を単純集

計を行った。御船町の住民へ行ったアンケー

トと比較すると、「交通の利便性(公共交通、

主要都市へのアクセス)」は同率 1 位となった。

また、同順位ではないが「勤務先」「商業施設

の利便性」など、重視する条件に大きな差は

ないと見受けられる。 

 また、現在居住している市町村の「暮らし

やすさ」への満足度を問う質問への回答を被

説明変数として、居住している市町村の暮ら

しで満足している点、魅力的だと感じる点を

問う質問の回答を説明変数として用いて回帰

分析を行った。結果、暮らしで満足している

点が教育環境、商業施設の充実、地域のコミ

ュニティ・人とのつながりであったとき、暮

らしやすさへの満足度は高くなる傾向がある

ことが認められた。 

 



4. 考 察 
 ここまでの活動から、御船町の長所と短所

を明らかにする。仮説について振り返ると、

人口増加については、御船町のアンケート結

果からは実証できなかったものの、公的統計

データから見いだせた傾向から、TSMC 進出

は人口増加に影響を与えていたと考えられる。

その中で御船町の人口増加率がトップだった

のは、母数の違いがあったことは認められる

ものの、御船町の精力的な活動の賜物でもあ

るだろう。子育て支援が充実しているという

仮説は、残念ながらアンケートで立証するこ

とはできなかったものの、住民が感じている

御船町の魅力は住宅取得のしやすさや静かさ

などの住環境や、都市へのアクセスの良さで

あることがわかった。都市機能と自然のバラ

ンスについては、多くの人が魅力に感じてい

ることが判明した。しかし、その双方の機能

や活用法に課題を感じているのもまた事実だ。 
 続いて、「居住している市町村の不満な点」

に関する御船町へのアンケートと熊本県全体

のアンケートの結果の比較を行ったところ、

御船町は飲食店の少なさに不満を訴える声が

多く見られたものの、県全体のアンケート結

果では、飲食店の少なさに不満を持つ人の割

合は低かった。この結果の差から、御船町の

飲食店の少なさは、ひとつの大きな、地域特

有の課題であると考えられる。 
 また、このアンケートを通して住民の貴重

な意見を得ることが出来た。地域コミュニテ

ィが魅力だと感じる方がいる半面、慣れない

コミュニティへの参加が移住への障壁となり

得るという考えだ。移住者の負担感を軽減す

る仕組みづくりも必要とされるだろう。 
 さらに、他自治体との比較やアンケート調

査によって、移住・定住に重要となる条件を

見出すことが出来た。そこで、御船町近隣の

人口増加が著しい自治体の事例の分析を行っ

た。菊陽町・益城町では、交通渋滞の対策の

公共交通網の再編や IC へのアクセス向上の特

徴がある。合志市では「住みやすさ」を前面

に出し子育て世代の定住促進が特徴として見

られた。ハード面の充実が人口の受け皿とな

っていると同時に、「渋滞」や「自然環境の減

少」といった課題へ繋がると考えられる。 
 
5. 結 論 
 本研究では、御船町民の「便利さを追い求

めつつも、自然豊かな環境も守りたい」とい

う声を総合し、御船町の「自然景観」と「個

人飲食店」を掛け合わせることで、住民満足

度の向上およ既存の地域資源を活用したバラ

ンスの良い開発が求められるという結論に至

った。そこで、以下の政策を提言する。 
●提言① 地域内経済循環を促す「御船町・自

然と食の周遊スタンプラリー」 
 町内に点在する個人飲食店を巡るスタンプ

ラリーを実施。御船町の自然スポットと飲食

店をセットにした「体験コース」を設定。 
●提言② 移動の不便を解消する「デマンド交

通×店舗連携」 
 スタンプラリー参加店舗や主要な自然スポ

ットを巡る際に利用できる、デマンドタクシ

ーやコミュニティバスの「割引クーポン」ま

たは「周遊パス」を発行する。 
●提言③ 空き家・古民家を活用した「店舗誘

致・創業支援」の強化 
 町内の空き家等をリノベーションして開業

する若手起業家への支援を行う。 
●提言④ 学生視点の情報発信「デジタル・隠

れ家マップ」の構築 
 学生や若者が主体となり発掘した「映える」

スポットや店主のストーリーを SNS 等で発信

するデジタルマップを作成。 
 
6. 今後の課題と展望 
 今後御船町に求められるものは、地域が持

つ資源を明らかにし、そのポテンシャルを最

大限引き出すための方法を模索していく姿勢

である。豊かな自然や交通の要所としての可

能性、個性豊かな個人経営店といった資源を

ひとつひとつ発掘し、つなぎ合わせ、一つの

大きな形にして発信することが重要である。

その積み重ねが、御船町を「訪れたいまち」

とし、やがては「住み続けたいまち」として

の価値を高めていくはずだ。 
 
7. 社会人基礎力 
 活動を通して様々な問題に直面したが、そ

の解消に取り組む中で、状況を冷静に分析し、

効果的にその対処に取り組む能力を養うこと

ができた。また、活動上での連携やスケジュ

ール調整などの難しさを学び、コミュニケー

ションの重要性を学ぶ事が出来た。 
 
8. 謝辞 
 本研究を進めるにあたり、様々な場面でご

協力をいただいた御船町役場まちづくり課の

皆様、各アンケートへの回答にご協力いただ

いた皆様へ、心より感謝申し上げます。 
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高校生の地域内就職意識を高める取組みに関する研究 
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要 約 

 天草市では、高校や大学等への進学や市外への就職を要因として若年層が市外へ流出している。

UIJ ターンやその移住による転入があるものの、転出幅と比較するとその数は少ない。更には少

子化による若年層の人口減少を背景に市内での就職数が減少している。このような人口の自然減

をはじめ、社会減（主に 15 歳から 25 歳の若者の転出）による労働人口の縮小は、地域経済の衰

退という深刻な問題を引き起こしている。それらを解消するためには、高校生の地元就職や、若

年層の UIJ ターンの促進を図ることにより若い労働者を確保し、地域経済を活性化させる必要が

ある。そこで本研究では、若者の地元就職意識を向上させる方策として、高校生を対象とした

「企業訪問型バスツアー」と「若者トークカフェ」の 2 つの取り組みを企画立案した。 

 

キーワード：地域内就職、若年層人口流出、企業訪問型バスツアー、トークカフェ 

 

1. はじめに 

 天草市は熊本県南西部に位置し、美しい自

然環境と豊かな水産資源に恵まれた地域であ

る。しかし、看護専門学校はあるものの、大

学や短期大学は存在せず、大学等への進学を

はじめ、市外の企業等への就職を理由に高校

卒業後に地域を離れる若者が多い。加えて、

中学卒業後に難度の高い大学を目指す等の理

由で、学力的に上位の市外高校へ進学する生

徒も一定数おり、これらの要因で若年層が市

外へ流出している。他方で、UIJ ターンやそ

の移住による転入があるものの、転出幅と比

較するとその数は少ない。更には少子化によ

る若年層の人口減少を背景に市内での就職数

が減少している。主に 15 歳から 25 歳の若者

の転出による労働人口の縮小は、地域経済の

衰退という深刻な問題を引き起こしている。 

 これらの問題を解消するためには、高校生

の地元就職や、若年層の UIJ ターンの促進を

図ることにより、若い労働者を確保し、地域

経済を活性化させる必要がある。特に、就職

を意識する世代である高校生の段階で地域企

業の魅力を知ってもらい、地元就職への意識

を高めることが重要である。 

2. 方法 

 本研究では、上記の課題を解決するため、

若者の地元就職意識を向上させる方策を検討

する。具体的な手法として、以下の 2 つの取

り組みを企画立案し、その実施を通して効果

検証を行う。また、取組みを進めるにあたり、

当事者意識や意見を反映するために、高校生

を企画運営側として巻き込んだ取組みを展開

する。 

2.1 企業訪問型バスツアー 

 天草市内の企業を訪問し、職場見学や職員

とのコミュニケーションを通して、地元企業

の存在をより身近に感じてもらい、その魅力

や仕事のやりがいを知ってもらうことができ

る取り組みとして『企業訪問型バスツアー』

を企画立案した。訪問先の選定にあたっては、

天草市役所のホームページ内での公募と電話

での依頼にて企業を選定した。 

選定後には、本企画に係る取組内容の説明

および関係団体間の連携強化のために、事前

訪問を実施し、改めて協力依頼を行った。こ

の事前訪問により、企画に係る情報共有のみ

ではなく、企業における人手不足の現状や、

本取組みに対する期待や励ましのお言葉をい



 

ただき、関係団体のニーズを改めて確認する

ことに繋がった。 

 参加者募集については、天草市内の高校に

対する依頼文書やチラシの送付に加えて、高

校生等がボランティア参加している地域イベ

ントへ参加することで、それらの高校生へ直

接に呼びかけやチラシの配布を行った。その

他、天草市ホームページや大学ホームページ

への掲示を行った。 

 効果検証については、本取組みの目的達成

や効果、実施方法等を聞き取るためのアンケ

ート票を作成し、事前・事後アンケートを実

施した。 

2.2 若者トークカフェ 

 企業情報を一方的に提供するだけでは、生

徒や学生等の就職活動に対する不安感の除去

には繋がらない。求職者は、会社の雰囲気

（人間関係・風土）や自身の性格・強みが当

該企業の業種や職種と適合するのか、選考対

策など、よりリアルな情報を求めている。 

 近年、求人者（企業）と求職者（生徒・学

生）のマッチングを高めるための新たな採用

促進モデルとして、トークカフェ（座談会な

ど）のような取組みが注目されている。特に

若手職員との交流機会を提供するケースが多

く、同年代の職員に話をしてもらうことで、

イベント参加の敷居を下げ、企業情報の提供

はもとより、親近感を与える効果なども期待

されている。 

 そのため、本研究では、本手法に着目し、

具体的な取組企画を立案した。研究協力者で

ある高校生スタッフと大学生が連携して、ト

ークカフェの企画立案、準備を行った。協力

企業（参加職員/数社の若手社員）の手配、イ

ベント開催日時の調整、会場確保、当日の運

営方法の検討、参加者募集などを実施した。 

 参加者募集については、バスツアーと同様

の周知活動を実施した。また、当日の運営方

法としては、「開始当初に企業説明の時間を

設ける」「アイスブレイクを取り入れる」

「質問は匿名で行う（紙に記入し、質問ボッ

クスに入れて、企業担当者がボックスから紙

を取り出して、その質問に回答する）」「雰

囲気作りのための音楽をかける」等の工夫を

取り入れた。 

 効果検証については、イベント終了後に参

加した学生・職員それぞれのグループに『ふ

りかえりのたまご』（慶應義塾大学の井庭崇

教授が考案した、授業や学習を振り返るため

の効果的図法であり、学んだ内容を「卵の形」

に可視化して、重要性の高い項目に重み付け

して表す手法）という方法を用いて印象に残

ったことをまとめ、発表する機会を設けた。

更に、参加者に対して事後アンケートを実施

し、効果測定を行った。 

 

3. 結果 

3.1 企業訪問型バスツアーの結果 

 バスツアーは 2025 年 8 月 19 日に開催し、

天草市内の高校生 7 名、熊本市内の高校生 1
名、大学生 3 人が参加した。当初は 5 つの企

業・団体を訪問する予定であったが、令和 7
年 8 月豪雨災害の影響で 1 社から辞退の申し

入れがなされたため、最終的な訪問先は天草

市役所、株式会社昭和建設工業、デイサービ

スくらす、社会福祉法人慈雲会の 4 団体とな

った。 

 事前・事後アンケートの結果、「天草市内

が就職先になるか」という問いに対し、参加

前は「どちらかというとなる」「なる」と回

答した生徒数が 3 名であったのに対し、参加

後は高校生 8 名全員が「なる」と回答した。

これは、参加者が肯定的な回答をしたことを

意味しており、バスツアーが就業意識の向上

に大きく寄与したことが示された。 

 また、印象に残った企業を尋ねる質問では、

仕事を通して「地域貢献ができる」ことを強

くアピールした企業名を回答する参加者が多

かった。このことから、高校生は単に仕事の

内容や給与だけでなく、地域や社会への貢献

という視点も重視していることが明らかにな

った。 

 さらに、「企業の知りたい情報を知ること

ができたか」という問いに対してはすべての

参加者が肯定的な意見であった。また、「訪

問企業を身近に感じることができたか」とい

う問いに対してもすべての参加者が肯定的な

意見を示した。これらの結果から、バスツア

ーは高校生にとって有益な情報を提供し、地

域企業への理解を深める機会となったと言え

る。 

3.2 若者トークカフェの結果 

 トークカフェは 2025 年 12 月 7 日に開催し

た。参加者は熊本市内の高校生4名、大学生3



 

名であった。企業（団体）として、昭和建設

工業株式会社（1 名）、株式会社パララボ（1
名）、天草市役所（2名）の計3団体にご協力

いただいた。 

当日は 3 グループに分かれ、参加者が企業

における働き方や採用活動に対して抱く率直

な疑問に対して、企業から回答するという対

話形式で実施した。加えて、企業側からも参

加者の就職意識や企業選び等に関する考えを

聴くことができる工夫を加えることで、参加

者及び企業の双方向のコミュニケーションの

活性化を図る工夫を行った。 

事後アンケートでは、リラックスした雰囲

気で企業担当者と話す貴重な機会となり、リ

アルな話を聞くことができたという声が多く

聞かれた。具体的には、「気軽に企業の方に

質問することができて、貴重な時間を過ごせ

たし楽しかった」「社会人の方と今日のよう

にリラックスした形で話すこと自体初めてだ

ったし、なかなかない機会で堅苦しくない環

境で自分の聞きたいことを全部聞けた」とい

った意見があった。 

 また、『ふりかえりのたまご』を用いたま

とめの発表では「自分の聞きたいことを無記

名で聞くことができたのはすごく気楽だっ

た。」という意見も多く、匿名性を保つこと

で参加者がより本音を引き出しやすい環境が

整ったことが示された。さらに、「他で聞け

ないようなリアルな話を聞くことが出来た」

という声もあり、トークカフェが従来の企業

説明会とは異なる価値を提供できたことが確

認された。 

 参加者に「このような機会が今後もあった

方がいいか」と尋ねたところ、全員が肯定的

な回答をした。その理由として、「自分の思

っていたよりも休み（休暇）が取りやすかっ

たり、誤解していたりした部分を解決できる

から」「学生も企業の方もリラックスしてい

るからこそ出る本音だったりを聞けるから」

といった意見が挙げられた。 

 

4. 考察 

4.1 企業訪問型バスツアーの効果 

 本取組みへの参加前後で天草市内を就職先

と考える生徒が 3 名から 8 名に増加したこと

から、就業意識の向上において一定の効果が

あると考えられる。バスツアーという体験型

の取組みが高校生の意識変容に大きく寄与し

たことを示している。 

 また、「企業の知りたい情報を知ることが

できたか」「訪問企業を身近に感じることが

できたか」という問いに対してすべての参加

者が肯定的な意見を示したことから、本取組

みは高校生の地域内就職意識を高める上で有

効な手法であると言える。特に、実際に企業

を訪問し、現場を見学し、社員と直接話をす

ることで、パンフレットやウェブサイトだけ

では得られない生の情報を得ることができた

点が重要である。 

 さらに、印象に残った企業として「地域貢

献ができる」企業が多く挙げられたことは、

高校生が仕事を選ぶ際に社会的意義を重視し

ていることを示唆している。このことから、

地域企業は採用活動において、自社の地域貢

献活動や社会的意義を積極的にアピールする

ことが効果的であると考えられる。 

4.2 若者トークカフェの効果 

 本取組みは、リラックスした雰囲気で行わ

れたことにより、通常の集団形式の企業説明

会で高まり易い参加者の緊張感を和らげる効

果が見られた。そのため、参加者が安堵した

状況で企業担当者と話す貴重な機会となり、

リアルな話を聞くことにつながった。先述の

とおり、従来の企業説明会では、企業側から

の一方的な情報提供が中心となることが多く、

参加者の緊張も高まり易い場となるが、トー

クカフェ形式では双方向のコミュニケーショ

ンが可能となり、参加者が知りたい情報をピ

ンポイントで得ることができた。 

 また、普段は容易には得られない具体的で

リアルな情報を得ることで、企業に対する理

解を深めることにつながった。特に、社員と

の交流を通じて、実際の仕事の様子や職場の

雰囲気、ワークライフバランスなど、高校生

が気になる点について率直な意見を聞くこと

ができた点が評価された。参加者においては

「企業や仕事、業界に対する理解」だけでは

なく、「就職活動・面接に役立つ学び」や

「人生観や仕事観などの新たな気づき」に繋

がるような場となった。これは単なる「企業

担当者」としてではなく、「一定の社会経験

を積んだ社会人」の立場から、高校生等に対

する助言を含む回答が多かったことに起因し

ている。 

 加えて、民間企業だけでなく、天草市役所



 

といった行政の話も聞くことができ、多角的

な情報提供の場となることで将来の選択肢を

広げることができた様子であった。これによ

り、参加者は自分の興味や適性に合った職業

を見つけるための判断材料を得ることができ

たと考えられる。 

4.3 社会人基礎力の育成 

 天草市役所との共同研究として実施した本

プロジェクトは、報告者にとって社会人とし

ての演習の場そのものであった。企業や高校

への協力依頼、天草市役所との対等な立場で

のミーティング、イベントの企画・運営とい

う一連の過程は、自ら考え判断し行動するこ

とが求められた。面識のない社会人と対話し、

地域の実情を理解し、多様な関係者と調整し

ながらプロジェクトを進める経験を通じて、

実社会の知識のあり方、コミュニケーション

力、問題分析・解決力を実践的に会得するこ

とができた。 

 加えて、天草市の地域課題の解決に取り組

みながら、我々自身も社会人として必要な能

力を育成することができたことは、地域連携

型学生研究が目的とする『地域の振興』と

『学生の育成（就業力育成）』の両立の実現

でもあり、地域と学生が共に成長する、まさ

に共同研究としての意義を体現するものであ

った。 

 

5. 結論 

 本研究では、高校生の地域内就職意識を高

める取組みとして、企業訪問型バスツアーと

若者トークカフェを企画立案し、実施した。

両取組みとも参加者から高い評価を得ること

ができ、地域内就職意識の向上に一定の効果

があることが確認された。 

 特に、バスツアーでは参加前後で天草市内

を就職先と考える生徒が大幅に増加し、トー

クカフェではリラックスした雰囲気の中で企

業の実情を知ることができた。これらの結果

から、体験型・対話型の取組みが高校生の地

域内就職意識を高める上で有効であることが

示された。 

 今後は、これらの取組みを継続的に実施し、

より多くの高校生に参加してもらうことで、

天草市における若年層の人口流出抑制に貢献

していきたい。 

 

6. 今後の課題と展望 

 今後の課題として、第一に参加者募集の方

法や時期の検討が挙げられる。特にトークカ

フェでは、繫忙期である 12 月の日曜日という

こともあり、参加企業や参加者の集客に課題

が残り、取組規模の縮小につながった。要因

として、開催日は高校生の行事との重複を避

けたものの、募集期間が試験期間中と重なっ

たことが考えられる。今後は、開催日だけで

はなく、周知期間にも配慮しながら、当事者

目線でそれらの時期を選定する必要がある。 

 第二に、高校生だけではなく、彼らに影響

を与える学校や教師（進路指導）を巻き込み、

連携することでキャリア教育の一環として本

取組みを位置づけることも検討すべきである。

また、どのような業界に興味があるのか、ど

のようなイベント形式が参加しやすいかなど

についても事前に調査し、よりエビデンスを

重視した企画立案の必要性を感じた。 

 第三に効果測定の方法を見直す必要がある。

本研究では事前・事後アンケートを実施した

が、長期的な効果（実際に地域内就職に至っ

たか）を追跡調査することも重要である。ま

た、参加者だけでなく、参加企業側の評価や、

高校教員からのフィードバックも収集し、多

角的な評価を行うことが望ましい。 

 今後の展望としては、本取組みを単発のイ

ベントではなく、継続的なプログラムとして

確立することが挙げられる。年間を通じて複

数回のバスツアーやトークカフェなどのイベ

ントを開催し、高校生が段階的に地域企業へ

の理解を深められるようにすることが理想的

である。また、本取組みで得られた知見を他

の地域にも展開し、地方における若年層の人

口流出抑制に貢献していきたい。 
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要 約 

本研究は、空き家バンクの新たな情報発信の試みとして、すっぴん改修の導入を検討するととも

に、スマート空き家管理による管理手法の可能性を併せて扱ったものである。建物の状態を可視

化するすっぴん改修は、利用者が物件を具体的にイメージしやすくし、空き家への心理的ハード

ルを下げる可能性が示唆された。また、スマート空き家管理については、空き家管理の簡便化を

図り、空き家を良好な状態に保つ手法として期待できる。 

 

キーワード：空き家，最低限改修，スマート空き家管理，空き家バンク,IoT,流動性 

 

1. はじめに 

 2023 年度総務省住宅土地統計調査では、全

国の空き家数は 900 万戸（空き家率：13.8％）

であり、空き家は我が国で大きな社会問題にな

っている。全国の自治体は空き家の利活用、移

住定住の促進を目的に空き家バンクを設置し

ているが、登録物件の少なさ、登録しても成約

に至らない事例が多いのが現状と言える。 

当研究室では、熊本県宇城市を対象に、2022

年 4 月に旧宇城市空き家バンクをリニューア

ルし、宇城市空き家・空き地バンク 360 を構築

した。また、2024 年には、宇城市空き家バン

ク成約物件、非成約物件の統計分析を行った。

そこで、残置家具が多い物件、改修が必要な物

件の成約率は低いことが明らかになった。 

 

2. 研究の目的 

 本研究では、熊本県宇城市を対象とし、空き

家の流動性の向上を目的とした手法の提案と

検証を行う。 

①空き家遠隔管理システム 

 遠隔地に空き家所有者が住んでいることか

ら、家の管理が大きな負担となり、放置されて

いることが多い現状である。空き家の管理を代

行する事業者もいるが、利用料金が高額で、普

及しているとは言い難い。適切な空き家管理を

行い、良好な状態をできるだけ保つことで、空

き家の成約率に繋がると考えられる。よって、

IoT（Internet of Things）を活用し、遠隔地か

ら空き家を管理できるシステム（以下：スマー

ト空家管理）を提案し、その効果を検証する。

このような、遠隔方式の空き家管理サービスを

行っている事業者は見受けられない。 

②空き家の最低限改修（すっぴん改修） 

2024 年に宇城市空き家バンクの成約者を対

象に実施したヒアリング調査では、多くが購入



表 1 機器説明・検証結果 

後に空き家の改修を実施しており、購入後の改

修費用の判定が難しい物件の成約率が低い傾

向が見られた。このような空き家バンクにおい

て成約が困難とされる物件を対象に、建物の状

態を可視化する最低限の改修（以下：すっぴん

改修とする）を実施した。その前後での評価点

数の変化や、購入希望者・購入経験者・空き家

所有者、それぞれのすっぴん改修に対する評価

を比較分析することで、すっぴん改修が空き家

の評価及び購入判断に及ぼす影響を明らかに

し、空き家流通促進に向けた有効性と課題を明

確にする。 

 

3. 研究方法 

3.1 スマート空き家管理について 

 宇城市小川町にある I 邸①を対象にスマー

ト空き家管理の検証を行った。今回は室内で行

う空き家管理項目を主とし、検証期間は 2025

年 8 月 8 日～12 月 31 日で行った。各使用機

器、設置位置について表 1、図 1 に示す。ロボ

ット掃除機に関しては、図 1 の色付きの部分の

み清掃を行った。 

次に評価調査として、宇城市

内に空き家の所有経験のある

対象者 411 名に、検証を基に

作成したスマート空き家管理

紹介動画を視聴後、空き家管

理の実態やスマート空き家管理の導入意欲を

問うアンケート調査を行った。実施期間は 

2025 年 12 月 26 日～2026 年 1 月 9 日までと

した。 

 

図 1 I 邸① 機器設置位置 
 
3.2 すっぴん改修について 

宇城市空き家バンクの登録物件から、表 2

に示す 3 件を選定した。 

表 2 

 

この 3 件は成約可能性が低く、改修箇所が不

明瞭で残置家具が多い事に加え、すっぴん改修

によって空き家ランク(表 3)の向上が見込め

る物件である。すっぴん改修の内容としては、

各物件に対して残置家具の撤去・古くなった畳

や砂壁の撤去・損傷箇所の可視化を行った。 

管理項目 使用機器
設置
個数

機器説明 検証結果

室内清掃
(和室のみ)

ロボット掃除機(Roomba)
【105Combo】

1
自動で掃除を実行する。スケジュール設定を行うと、
留守中も自動で稼働し、清掃終了後は充電ステーショ
ンに戻る。2025年8月8日から週３回稼働。

・トラブルは無く、正常に稼働。
・期間中にごみパックの交換は不要であった。
・常に床が綺麗な状態を保てていた。

換気扇 又は 送風扇（増設） 5 PC用12㎜ファンを用いて自作。

サーキュレーター【PCF-HD18-B】 1 室内空気の循環のために設置。

Switch Bot
【スマートプラグ　プラグミニ】

1
遠隔で電源をオン・オフに操作が可能。
換気扇又は送風扇とサーキュレーターに接続。

通水 ウォータータイマー 1
設定した時間に自動で水を流し、止めることができ
る。
キッチンの蛇口に設置。週１回 3分間流す。

・排水口からの臭いは気にならない。
・期間中、1度だけ電池交換が必要であった。
・アプリの操作は1端末のみ可能。

温湿度管理
温湿度計（屋外用・屋内用）
【DTS-TH09WH】

2 温度・湿度を1時間ごとに専用アプリに記録する。
・通風実施後、すぐに温度変化は見られたが、湿度変化は僅
かであった。
・屋外用のみ、電池交換が期間中2回、必要であった。

監視 監視カメラ【Tapo C200】 1
動作を感知すると自動で録画が開始され、専用アプリ
に通知する。

・防犯対策にもなり、所有者に安心感を与えられる。
・オフラインになり、アプリ上で確認できない時があった。

スマートフォン
【moto g05】16,890円

1
Wi-Fiルータの代わりとなるようデザリング機能を設定
して常設する。

・トラブルは無し。

プリペイドSIM 【20GB 365日】
4,636円

1
スマートフォンでインターネットを使用するための専
用カード。

・毎月のギガ使用量は1GB程度。

通風

・天候次第で通信が不安定になり、SwitchBot専用アプリで、
デバイスに接続できないことがあった。（機器自体は稼働し
ていた。）
・導入前より室内の風通しが良くなった。
・特に夏は室内に熱気が籠らない。

インター
ネット回線



表 3 

 

次に、すっぴん改修の効果を検証するため、

改修前後の物件の状態を比較できる動画を作

成し、動画視聴後に Google フォームを用いた

アンケート調査を実施した。（表 4） 

 

表 4 

 

4. 考 察 

4.1 スマート空き家管理について 
 各管理項目の検証結果を表 1 に示す。検証よ

り遠隔で空き家管理が行えることが明らかと

なった。これにより、空き家に訪問せずとも管

理作業を行うことができ、作業頻度も増加する

ため、空き家を常に良好な状態に保つことが可

能だと考える。また、通風を毎日行うことで、

湿気が籠りにくく、シロアリ被害の防止にも繋

がると考えられる。よって、建物自体の耐久性

の維持にも効果的であると捉えられる。コスト

に関して、今回の検証物件で導入にかかった初

期費用は総額 124,196 円で、毎月にかかる費

用は電気代の数百円程度であった。既存の空き

家管理サービスの年間の利用料金と比較する

と、低コストで空き家管理が行えることが分か

った。ただし、前述した費用額は今回の検証の

場合であり、導入する空き家によって、発生す

る費用は異なる。 

アンケート調査においては、56 名（回答率

13.6％）の回答が得られた。回答結果より 

対象者の特性を分析した。回答した空き家所有

者の 81％が 60 代以上と高齢者で、所有者の多

くが「いずれ所有する空き家を売却する」考え

であることが分かった。 

次に、所有者のスマート空き家管理に対する

導入意欲を図 2 に示す。スマート空き家管理に

対して導入意欲が高い人の割合より、低い人の

割合が上回る結果となった。詳しくはスマート

空き家管理そのものに対して,自身の空き家へ

の導入意欲があったのは 5 名(11%)であった。

「個人」でスマート空き家管理を導入したい人

数は 2 名(4%)だが、「事業者」がスマート空

き家管理を提供していたら導入したいと思う

人数は 7 名(16%)であった。このような差が生

じた要因として、大半の空き家所有者が 60 代

以上の高齢者であるため、IoT 機器やアプリの

操作に抵抗があると考えられる。また、導入意

欲が低い傾向になった要因として、所有者の多

くが将来的に空き家を売却予定でいることか

ら、所有者の空き家管理への関心が低いという

点も挙げられる。 

図 2 所有者の導入意欲 

 
4.2 すっぴん改修について 

本研究で対象とした 3 物件は、すっぴん改

修を行うことで、建物の損傷箇所が可視化さ

れ、これまで不明であった項目について把握

が可能となった。すっぴん改修によって変化

が生じる評価項目として、残置家具量、仏壇

の有無、改修必要度、シロアリ被害および雨

漏りの有無が挙げられる。中でも残置家具量

は、点数差が大きく、すっぴん改修の影響が



最も顕著に表れる項目である。成約率判定基

準では「不明」も加点対象となるため、すっ

ぴん改修によって判定が明確化されること

で、点数が下がる場合だけでなく、実態によ

っては上がる場合も生じる。この点は、物件

の状態が悪化したわけではなく、これまで不

透明であった問題が顕在化した結果であると

考えられる。したがって、評価点数の増減を

単純に良否で判断するのではなく情報の透明

化という観点から捉える必要がある。 

本研究のアンケート調査の結果、3 者の間

には意識の差が見られた。（図 3） 

 

図 3 

 

空き家所有者は、成約の確実性がない段階で

改修費用を負担することに対して消極的な傾

向が強く、すっぴん改修の導入に対しても慎

重な姿勢が見られた。一方で、DIY を前提と

する空き家購入希望者にとってはすっぴん改

修によって建物の状態や改修範囲が可視化さ

れることが高く評価され、購入検討を後押し

する要因となっていることが明らかとなっ

た。 

 

5. 結 論 

スマート空き家管理の検証については、遠隔

で順調に空き家管理を行うことができた。これ

により、以前より空き家管理の簡便化を図り、

空き家所有者だけでなく、空き家管理事業者の

サービス提供の効率化にも繋がり、空き家を良

好に保つための手法として期待できる。しかし、

実際は所有者の空き家管理に対する関心は低

く、スマート空き家管理の手法に対して難易度

が高いと受け取られていた。そのため、空き家

を良好な状態で保つには管理が重要であるこ

とを周知させ、スマート空き家管理における操

作方法などの簡易化を図ることが必要である

と考える。 

すっぴん改修では、改修前後の状態や建物の

素の魅力を可視化することで、利用者が物件を

具体的にイメージしやすくなり、空き家への心

理的ハードルを下げる助けとなることが示唆

された。これらの結果から、すっぴん改修は、

購入希望者にとって安心して判断できる情報

を提供するとともに、空き家所有者自身も自ら

の建物の価値や課題を再認識する契機となる

と考えられる。 

 

6. 今後の課題と展望 

 空き家流通促進に向けては、空き家所有者と

購入希望者の意識のずれを埋めるための制度

の検討を行う必要がある。空き家管理について

は、空き家管理の必要性を周知させ、スマート

空き家管理における操作方法などの簡易化を

図ることが必要であると考える。 

 本プロジェクトを通じて、自治体職員との協

議や調整を行い、情報の整理や関係者間の連携

を実践的に経験した。今後は、こうした行政と

の連携を通じて得られた知見を活かし、空き家

の在り方について検討していく必要がある。 
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要 約 

阿蘇地域には国内最大面積の草原が広がっているが、近年草原の活用機会の減少で手入れが行

われず、草原面積が減少していることが問題となっている。そこで、本調査は新たな草原活用法

を見出すことを目的に、草原で行うアクティビティを実施する場合に、気分や睡眠の質、ストレ

ス耐性がどの程度改善されるのかについて検証した。その結果、草原でのピラティス実施によっ

て主観的な気分が改善し、睡眠の質も改善された。中期的な気分は一部改善がみられ、ストレス

耐性をみるレジリエンスは変化がみられなかった。以上の結果から、ツアーの内容を改善するこ

とで、より労働者の健康増進に寄与することのできるツアーの開発が期待される。 

 

キーワード：草原，阿蘇，ピラティス，ウォーキング，草原セラピー，レジリエンス 

 

1. はじめに 

阿蘇地域には国内最大面積の草原が広がっ

ており、絶滅危惧種と認定されている多くの動

植物が存在している。また、草原は森林のよう

に樹木と土砂が併せて崩壊する心配がないた

め、土砂災害時の被害緩和につながるなど重要

な役割を担っている 1)。草原を守っていくため

には手入れが必要である。しかし近年、草原の

手入れに関わる人手不足や草原の活用機会の

減少などで手入れが行われないことが問題と

なっている。過去 100 年で、草原の面積は半

分以下にまで減少し 1)、ほとんどが森林となっ

てしまっていることから、草原の維持が求めら

れている。現在、草原維持のためにボランティ

アの募集や経済的支援によって、人手の確保、

草原の管理作業の負担軽減が積極的に行われ

ている。一方で、草原の活用機会がなければ維

持する目的がなく、手入れに対する意欲も低下

することが考えられる。そこで今回は草原の活

用機会に注目して解決方法を考えた。近年、自

然環境下で行う運動が室内や都市環境での運

動に比べ、気分改善や睡眠の質改善などの心理

的効果が高いとの報告があり 2)、これをメンタ

ルヘルス対策に活用する取り組みが広がって

いる 3)。以上を踏まえて、本調査では、気分改

善や睡眠の質改善などの心理的効果が得られ

やすいといわれるピラティス 4)と、「始めやす

く、継続しやすい、気分改善に繋がる」ウォー

キング 5)を組み合わせたツアーを計画した。 

一方で、ストレスの解消は一時的な反応にと

どまる場合も多く、個人がストレス状況に直面

した際にどのように対処し、回復していくかが

重要である。近年、このようなストレスへの適

応力や回復力を示す概念として、レジリエンス



が注目されている。レジリエンスは、ストレス

を感じる状況において傷ついても立ち直り、適

応あるいは回復する特性を指す 6）。気分や睡眠

の質、レジリエンスの改善効果がみられるかに

ついて検証し、草原の新たな活用方法を見いだ

すことを目的として実施した。 

2. 方 法 

(1) 調査対象者・日時 

対象者は、精神疾患や睡眠障害を持たない

20～50 代の男女 20 名（男性：2 名，女性：

18 名）とした。また、ピラティスを習慣的に

行っていないことを条件にリクルートを行っ

た。調査は、阿蘇の草原（2025.10.25）、でウ

ォーキング（2 時間弱程度）とピラティス（1

時間半程度）を組み合わせたツアーを実施し、

ツアー当日アクティビティ実施前後で後述の

二次元気分尺度の項目の測定を実施した。 

(2) 調査項目・手順 

気分の変化を二次元気分尺度にて評価した。

「ポジティブ覚醒」は、活気があってイキイキ

した状態をプラス、だらけて気力がない心理状

態をマイナスで示す。「ネガティブ覚醒」は、

イライラして過度に緊張した心理状態をプラ

ス、ゆったり落ち着いて心理状態をマイナスで

示す。さらにこれらの差分から求める「快適度」

は、快適な気分をプラス、不快な気分をマイナ

スで示す。睡眠の質は OSA 睡眠調査票 MA 版

を用いて評価した。これは、ツアー実施日の睡

眠について調べるため、調査日翌朝に回答させ

た。これに加えて、ベースラインとして、ツア

ー実施前 4 日間の睡眠について回答させた。な

お、OSA 睡眠調査は、得点が高いほど良好な睡

眠と判断される。ツアーの効果が一時的なもの

だけでなく、中期的な気分に及ぼす効果を検証

するため、POMS2 短縮版を用いて評価した。

POMS2短縮版は過去1週間における心理状態

を「緊張-不安」「抑うつ-落込み」「怒り-敵意」

「疲労-無気力」「混乱-当惑」「活気-活力」「友

好」の 7 尺度から評価する。また、友好以外の

6 尺度の得点から総合気分状態（TMD 得点）

を求め、評価した。レジリエンスを測定する尺

度として二次元レジリエンス要因尺度(BRS)

を使用した。二次元レジリエンス要因尺度は、

先天的な気質や性格に基づく資質的レジリエ

ンスと、後天的に身につけやすい獲得的レジリ

エンス要因を測定できる。 

3. 結 果 

（1） 一時的な気分 

 二次元気分尺度による「ポジティブ覚醒」得

点は、アクティビティ実施前と比較して、アク

ティビティ直後に向上し（実施前 2.6±0.7 点、

ウォーキング後 5.4±0.8 点、ピラティス後 5.7

±0.6 点、p<0.05、Fig.1）、同様に、快適度得点

も有意に向上した（Fig.1）。「ネガティブ覚醒」

得点においても、実施前とピラティス実施直後

において有意に改善した（実施前-5.8±0.5 点、

ピラティス後-8.9±0.3 点、p<0.01、Fig.1）。 

Fig.1 一時的な気分の変化 

n=20,mean±SE,*<0.05,**<0.01,***<0.001 

 

 

（2） 主観的な睡眠の質 

「入眠と睡眠維持」の得点は、ツアー参加翌日

が、ツアー参加前の睡眠より有意に高くなった

（参加前 46.5±2.1 点、参加後 52.6±1.8 点、

p<0.05、Fig.2）。 

「睡眠時間」も同様にツアー参加前の睡眠より

有意に高くなった（参加前 44.7±1.9 点、参加

後 50.9±2.0 点、p<0.05、Fig.2）。 
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Fig.2 睡眠の質の変化 

n=17,mean±SE,＊<0.05 

（3） 中期的な気分 

参加前・1 週間後・2 週間後の結果において、

対応のある一元配置分散分析を行った結果、有

意差は見られなかった。「混乱-当惑」では、ツ

アー参加前と比較して参加 1 週間後の得点は

有意に改善された(p<0.1、fig.3）。 

 「活気-活力」の項目では、参加前と比較し

て参加 1 週間後の得点は改善傾向がみられた。

また、TMD 得点は、参加前と比較して 1 週間

後で改善傾向がみられた（p<0.1）。他の項目で

は、有意差および改善傾向は見られなかった。 

Fig.3 中期的な気分の変化 

n=20,mean±SE,*<0.05 

 

（4） レジリエンス 

 データは、ツアー参加前と参加 1 週間後、2

週間後について回答を得られた 20 名のデータ

を採用した。資質的レジリエンス要因において、

ツアー参加前（39.2±1.9 点）と参加 1 週間後

（41.2±1.3 点）および 2 週間後（41.0±1.3 点）

で比較したとき、有意差は見られなかった。獲

得的レジリエンス要因において、ツアー参加前

（32.2±1.0 点）と参加 1 週間後（33.5±1.0 点）

および 2 週間後（31.6±1.0 点）で比較したと

き、有意差は見られなかった。 

 

4. 考 察 

 本研究では、草原環境下でのウォーキングお

よびピラティスが、気分・睡眠の質・レジリエ

ンスに及ぼす影響を検討した。その結果、ツア

ー当日のアクティビティ後に一時的な気分改

善が認められ、特にピラティス後に良好な気分

状態が示された。これは、緑地空間がストレス

軽減やリラックスに寄与すること、森林や草原

の植物から発散されるフィトンチッドの影響
７）が関与した可能性がある。また、緑地での

ウォーキングは活気を高め、緊張や混乱、疲労

を抑えること８）、草原条件でのピラティスが室

内より気分を改善させること９）とも一致する。 

 睡眠の質は「入眠と睡眠維持」「睡眠時間」

で改善がみられたが、これは日中のポジティブ

感情が睡眠の質を高めるという報告 10）や、中

強度運動による覚醒レベル低下が入眠を促進

するという報告 11)が関連していると考えられ

る。さらに、ピラティスには快眠促進作用があ

ること 4）も寄与した可能性がある。 

 中期的気分評価（POMS2）では「混乱‐当

惑」のみが 1 週間後に改善した。これは自然環

境が注意力回復を促すとする注意回復理論 12）

に基づき、手入れされた草原環境が注意力の回

復環境として機能した可能性が示唆される。一

方、その他の項目で変化がなかった要因として、

運動による中期的改善には継続的介入が必要

であることが考えられる不安軽減には週 3～5

回・8 週間以上の運動が推奨されるという先行

研究 13）からも、介入期間不足が影響した可能

性が高い。 

 レジリエンスについては有意な変化がみら

れなかったが、自然活動によるレジリエンス向

上には、グループ活動や問題解決型の非日常体

験が重要であるとされる 14)。本ツアーにはそ

の要素が不足していた可能性がある。 

 

5. 結 論 

草原で行うアクティビティを含むツアーに

参加することで、一時的な気分改善が見られた。

主観的な睡眠の質は、一部改善が見られた。ま
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た、本研究の実施内容では、中期的な気分やレ

ジリエンスに有意な改善は認められなかった。 

本研究の結果から、草原でのアクティビティは、

一時的な気分や主観的な睡眠の質を改善する

可能性が示唆された。また、1 日の運動介入を

行うだけでは、中期的な気分やレジリエンスを

改善する効果は小さいことがわかった。 

 

6. 今後の課題と展望 

本研究にはいくつかの限界がある。まず、比

較群を設けていないことや、対象者の男女の偏

りが大きく、性差による比較ができないことな

どが挙げられる。次に、中期的な気分評価やレ

ジリエンス評価において、測定期間の間に生じ

た気分に影響する出来事の有無を把握や、認知

機能への効果をみるなどの詳細な検討が必要

である。本研究では 20 名の労働者を対象に調

査研究を行った。また、運動介入が 1 日のみの

単発評価であったため、継続的な効果を検討す

るには限界があると考えられる。加えて、調査

当日の気温や気候条件を考慮した検討が十分

に行えていなかった点も本研究の課題として

挙げられる。 

以上より、今後は対象者数の増加や比較群の設

定に加え、グループワーク等を取り入れたツア

ー設計の改良を重ねることで、気分・睡眠の質

の中期的改善およびレジリエンス向上を通じ

た労働者の健康増進に寄与するツアープログ

ラム開発が期待される。 
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要 約 

 株式会社熊本日日新聞社（以下、熊日）が発行する「熊本日日新聞」は、2020 年 12 月 1 日よ

り「熊日電子版」の運用を開始し、紙面記事に加えて速報やイベント情報などを提供してきた。

しかし、現状では若年層の利用者が少ないことが課題の一つとなっている。 
そこで本研究では、熊本県内の若年層を対象に地域情報メディアへの接触状況および暮らしに

関するアンケート調査を実施し、熊日電子版の若年利用者の増加に向けた施策を検討する。さら

に、若年層が「得たい情報」と若年層に「得てほしい情報」（水俣病、ハンセン病、熊本地震関

連等）との乖離に着目し、その解消に向けた施策についても検討した上で、今後の熊日電子版の

運営に対する提言を行う。 
 
キーワード：熊本日日新聞、熊日電子版、地域メディア、アンケート調査、意識調査  
 
はじめに 
現在、熊日が運用する「熊日電子版」では、

朝刊購読者対象（紙面版）のプレミアム会員

(4,000 円/月)、電子版限定(web 有料)のベーシ

ック会員(3,000 円/月)およびライト会員(2,000
円/月)、電子版限定(web 無料)のトライアル会

員(0円/月)の4つの会員プランを提供している。

また、プレミアム会員およびベーシック会員

には、家族会員（0 円/月）制度が設けられて

いる。 

しかし、年代別熊日 ID会員のデータによる

と、若年層である 30 代以下のユーザー割合は、

10 代が 3.9%、20 代が 8.1%、30 代が 9.0%で

あり、合計しても約 21%と全体の約 2 割にと

どまっていることが明らかとなった。 
本研究では、熊日電子版において若年利用

者が少ない要因について仮説を設定し、その

検証を目的として、熊本県内の若年層を対象

にアンケート調査を実施する。併せて、若年

層が「得たい情報」と若年層に「得てほしい

情報」（水俣病、ハンセン病、熊本地震関連

等）との乖離についても調査を通じて現状を

把握する。最終的には、熊日電子版における

若年利用者の増加に向けた施策および、熊日

と若年層との情報ニーズの乖離解消に向けた

施策について提案を行う。 

 
方 法 

はじめに、熊日電子版の現状から若年利用

者が少ない要因について仮説を設定する。 
次に、2 種類のアンケートを実施し、地域

情報メディアへの接触状況と情報収集に対す

る意識について把握する。 
1 つ目のアンケートは、熊本県立大学の学

生と県内の高校生を対象にした、熊日電子版

の認知および情報収集への意識調査である。 
2 つ目のアンケートは県内在住の若年層を

対象にした、地域情報メディアへの接触状況

および暮らしに関する調査である。 
これらの調査から得た各データをまとめ、

Excel や R、Jamovi 等を用いた可視化を通じ

て施策提案を行う。 
 
熊日電子版の若年利用者が少ない要因とし

て、①お金を払ってまで情報を得たいと思わ

ない②情報収集の手段として各種SNSやニュ

ースのポータルサイト等がその大半を占めて

いる③若年層の興味を引く記事が少ない④ト

ライアル会員からライト会員へのグレードア

ップに躊躇している⑤そもそもニュース自体

に触れる機会が少ないといった仮説を設定し

た上で、前述した２種類のアンケートを実施

することとした。 
 2025 年 7 月 30 日、本学生および県内の高

校生を対象とした、熊日電子版の認知および

情報収集への意識調査を実施した。本学の全

学部全学科および大学院の全研究科に向けて、

アンケートフォームのURLを添付したメール

を一斉送信し、無記名でのアンケート実施を

行った。期間は 2025 年 7 月 30 日～2025 年 8
月 29 日までとし、「閲覧するニュース記事の

ジャンル」や「ニュース閲覧に対する支払意



思額」等の質問を行い、回答を集計した。県

内の高校生においては、対象を 2025 年 7 月

21 日に行われた本学のオープンキャンパスに

訪れた高校生とし、上記と同内容のアンケー

トの QR コードを提示したうえで、同様に無

記名で行った。 
2026 年 2 月 5 日に 2 つ目のアンケートであ

る県内在住の若年層を対象とした、地域情報

メディアへの接触状況および暮らしに関する

調査を実施した。期間は 2026 年 2 月 5 日～

2026 年 2 月 9 日までとし、1 つ目のアンケー

トで質問した項目に加え、属性や地域情報メ

ディアの利用状況、情報収集に対する価値観

等を把握するための設問を追加した。なお、

本アンケートの集計は株式会社インテージに

依頼し、同社登録のモニターを対象に実施し

た（サンプルサイズ：280）。調査対象は 15
歳〜34 歳とし、1 つ目のアンケートと同様に

無記名で行った。 
 

結 果 
１つ目のアンケートでは、本学生および県

内の高校生から 209 件の回答を得た。結果と

して、熊日電子版の利用率は 7.6％にとどまり、

「認知不足」や「ニュースに対する関心の薄

さ」、「会員料金の高さ」が普及を阻害して

いることが判明した。 

 
 

利用者の満足度は概ね高く、時間や場所を

問わない利便性や検索性が評価されている。

また、ニュース自体には回答者の約9割が週2
日以上接触しているものの、主な情報源は新

聞ではなく、テレビや SNS（X、LINE 等）

といった無料コンテンツに偏っていることが

明らかとなった。 

 
 

ニュースに対する支払意思額については、

回答者の半数以上が「0 円」と回答した一方

で、「1,000 円以下であれば支払い可能」と

する層も一定数存在した。しかしながら、現

行の月額 2,000 円〜4,000 円という価格設定

は、学生が想定する予算感を大きく上回って

おり、利用拡大の障壁となっていると考えら

れる。

 
 2 つ目のアンケートでは、熊本県内の若年

層（15～34 歳）から 280 件の回答を得た。

結果から、「若年層の情報収集手段」や「ニ

ュースに対する支払限度額」、「ニュースへ

の接触状況」「関心の高いトピック」などが

読み取れた。 

 
対象者の情報収集手段について尋ねた結果、

テレビに加え、SNS の個人配信や「Yahoo!ニ
ュース」「Google ニュース」といったニュー

スポータルサイトを利用していると回答した

人が大半を占めた。

 



電子版で使える金額として「0 円」または「1
円～500 円」と回答した人が全体の多数を占

めた。一方で 1,000 円以上支払えると回答し

た層はごく少数にとどまる結果となった。 
ニュースの支払いへの価値観に対する質問で

は、「わからない」と回答した人が最も多

く、次いで「どちらかというと B が望ましい

（広告収入型）」が多かった。

 
ニュースへの接触頻度については、「ほぼ毎

日」あるいは「週 4～5 日」と回答した人が

全体の半数以上を占めた。加えて「週 2〜3
日」と回答した人も約 17％存在した。 

 

熊日

電子版に掲載されるトピックの関心度につい

て複数項目を調査した結果、対象者の関心に

は明確な偏りがみられた。関心が高かったト

ピックは「イベント情報」「グルメ情報」

「子育て支援」など、日常生活に密接に関わ

る内容であった。一方、「水俣病」や「ハン

セン病」といった歴史的・社会的に課題に関

する関心は相対的に低かった。しかし、「熊

本地震関連」や「熊本豪雨関連」など、対象

者自身が経験した災害に関するトピックにつ

いては、水俣病やハンセン病と比較して関心

が高い傾向が確認された。 

考 察 

 本調査結果から、若年層の情報収集はテレ

ビに加え、SNS の個人配信や「Yahoo!ニュー

ス」「Google ニュース」といったニュースポ

ータルサイトを中心に行われていることが明

らかとなり、SNS や無料ニュース配信サービ

スが情報取得において重要な役割を果たして

いるという仮説は支持された。 

また、ニュースに対する支払限度額につい

ては、「0円」または「500円以下」と回答し

た層が多数を占め、「1,000 円以上」を許容

する層はごく少数であった。また、ニュース

の支払いに対する価値観では、「経済的な対

価を支払うことが望ましい」よりも「広告収

入型が望ましい」とする回答が多く、若年層

の間ではニュースに金銭的価値を見出す意識

が十分に形成されていないことが示唆される。

これは、広告収入型の無料コンテンツに日常

的に接している影響が大きいと考えられる。 

 しかし、ニュースへの接触頻度自体は高く、

週 2 日以上ニュースに触れている回答者が大

半を占めた。このことから、「ニュースに触

れる機会が少ないため利用者が少ない」とい

う仮説は支持されず、課題は接触量ではなく、

利用媒体や支払い意識にあるといえる。 

 また、トピックへの関心には偏りがみられ、

イベント情報やグルメ情報など日常生活に密

接な内容への関心が高い一方、水俣病やハン

セン病といった社会的課題への関心は低かっ

た。しかし、熊本地震や熊本豪雨など、経験

した災害に関するトピックへの関心は相対的

に高く、関心の有無は経験との近さに左右さ

れることが示唆された。 

 
結 論 

本調査の結果を踏まえ、まずはサービスを

体験してもらうことを目的として、「トライ

アル会員」の増加を図る施策を提案すること

とした。施策検討にあたっては、以下の 2 点

を重要視する。 
第一に、認知度の向上と利用のきっかけづ

くりである。若年層の多くがサービスの存在

自体を認知していないことから、利用頻度の

高い YouTube や SNS を通じた広告展開と、

「まずは無料で試せる」というトライアル会

員に焦点を当てて訴求する PR を行うことで、

会員登録に対する心理的ハードルを下げる必

要がある。 



第二に、登録への動機付けである。学生の

予算感と有料プランとの乖離を踏まえ、いき

なり有料契約を促すのではなく、「有料会員

の無料お試し期間」を活用した段階的な導線

を設計していく必要がある。SNS や他のネッ

トニュースにはない「地域に特化した情報」

「専門性や信頼性のある情報」を期間限定で

体験させることで、潜在顧客の登録を促進で

きる。 
さらに、具体的なアクションとして以下の3

つのアプローチを提案したい。 
第一に、コンテンツへの接触体験の高度化

とトライアル会員の内容の拡充である。単に

記事を閲覧させるだけでなく、若年層にとっ

て関心の低いトピックに対して「用語集」や、

知識定着を促す「クイズ形式のコンテンツ」

を導入し、能動的に情報を得る楽しさを提供

する。また、従来のトライアル会員の枠を超

え、話題性の高い記事を「期間限定で完全無

料公開」するなど、まずはプラットフォーム

の価値を実感させるための入り口を広げる。 
第二に、「ポイ活」の仕組みを取り入れた

柔軟な料金制度の構築である。定額制への心

理的・経済的ハードルを考慮し、クイズへの

回答や継続的なログインで貯まったポイント

を「1 記事無料購読」や「プラン料金の割引」

に充当できる仕組みを導入する。あわせて、

記事ごとの単体課金制といった選択肢を加え

ることで、ユーザーの利用頻度や予算に応じ

た「損をしない」仕組みを提示し、有料利用

へのステップアップを図る。 
第三に、既存施策との差別化を図るプロモ

ーションの展開である。すでに実施している

一般的なブランド広告とは一線を画し、

YouTube や SNS においては「就活に役立つ

地域経済」や「趣味に直結する専門知識」な

ど、若年層の日常や課題に直結する特定トピ

ックを強調したクリエイティブを展開するこ

とで、自分事化を促す。また、一度接点を持

った潜在層に対しては、ユーザー属性に最適

化されたメールによる定期的な訴求を行い、

個々の関心に合致した情報をダイレクトに届

けることで、離脱を防ぎながらトライアル会

員登録、そして本会員移行への確実な引き上

げを図る。 
 

今後の課題と展望 
 本研究で提案した施策を実際に活用してい

くためには、以下の点に取り組む必要がある。 
 第一に、若年層の関心に合わせた情報の届

け方の工夫である。本調査の結果、若年層は

エンターテインメントや身近な生活情報には

関心を示す一方で、水俣病や熊本地震といっ

た社会的なテーマへの関心は必ずしも高くな

いことが分かった。そのため、上述した「ク

イズ」や「用語集」をきっかけとして、若者

が興味を持つ話題から重要な社会問題へと自

然に視線を誘導するような、記事の配置や見

せ方の工夫を続けていくことが重要である。 
 第二に、「納得感のある料金体系」の検証

である。アンケートでは「ニュースにお金を

払いたくない」という声が根強い一方で、少

額であれば支払いを検討する層も確認された。

これまでに提案した「ポイ活」や「一記事ご

との課金」が、どの程度利用者のハードルを

下げ、継続的な利用につながったのかを分析

し、若年層に合わせた適切な価格設定を探る

必要がある。 
 将来的には、熊日電子版が若年層にとって

単なる情報源ではなく、地域の課題を自分た

ちの問題として考えるきっかけとなる場所に

なることを目指したい。若者のライフスタイ

ルに合った新しい体験を提供し続けることで、

情報の偏りをなくし、地域メディアとしての

役割と持続可能な運営を両立させていくこと

が期待される。 
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令和 7 年度(2025 年度)地域連携型学生研究公開審査会 

昭和 12 年に行われた江藤家第 10 代当主武彦氏の 
披露宴メニューの解読と料理の再現 

 

メンバー：西口舞子、福島歌菜、松尾こみち、村山琉奈、吉山佳那 

指導教官：田尻美千子 

連携企業・団体：大津町役場 教育部生涯学習課 

グループ名：江藤家 PJ 

 

要 約 

本研究では、江藤家住宅の蔵から発見された昭和 12 年の披露宴献立について翻字及び解釈を

行い、13 品の料理を再現し、昭和初期の披露宴における食文化を具体的に示すことができた。再

現した献立からは、高級食材の使用や内陸部での生魚提供、当時としては新規性の高い食材の採

用が確認され、江藤家が地域において高い格式と社会的地位を有していたことが食の側面から明

らかとなった。また、再現料理の提供を通して江藤家住宅や昭和初期の料理への関心が高まった

ことから、献立再現は地域の文化を体験的に伝える有効な手法であると考えられる。 

 

キーワード：江藤家住宅、献立再現、食文化、大津町 

1. はじめに 

熊本県大津町に所在する江藤家は、江戸時代

から地域の発展に深くかかわってきた旧家で

ある。明治以降は、地域経済や文化活動にも尽

力し、町にとって重要な存在であった 1)。近年、

江藤家の蔵から、昭和 12 年に第 10 代当主・

武彦氏の披露宴で使用された献立が発見され

た。（写真 1）この献立は、当時の食文化を知る

うえで貴重な一次史料であり、昭和初期の披露

宴献立を具体的に示す史料は全国的にも少な

いことから、研究上の価値が高い。 

 一方で、江藤家住宅を中心とした地域の文化

の継承に関しては、これまでその保存・継承を

担ってきた「江藤家住宅まもろう会」では、高

齢化が進んでおり、若い世代が地域の文化に関

わるきっかけ作りが課題となっている。そこで、

本研究では、近年発見された江藤家披露宴献立

を解読・再現し、昭和初期の食文化の一端を明

らかにするとともに、献立再現の実践が、地域

の文化への関心を喚起する手法としてどのよ

うな可能性をもつのかを検討することを目的

とする。 

 

 
写真 1 披露宴献立 

 

2. 方 法 

2.1 翻字 

 献立再現に先立ち、旧字体で示された献立の

翻字を行った。参考書を用いて翻字を試みた後、

判読が困難な箇所については、2025 年 4 月 9

日に文学部の米谷隆史先生に協力を依頼し、助



言を得た。 

 

2.2 献立解釈 

 翻字後、「羽二重蒸し」「鳥萬年焚」など、調

理法や盛り付け法が不明な料理が課題として

挙げられた。そこで、献立再現の経験を有する

戸次元子先生に協力を依頼し、2025 年 5 月 10

日に献立解釈及び再現方法について助言を受

けた。 

 

2.3 調査・資料収集 

 2025 年 8 月 14 日、熊本市現代美術館で開

催された企画展『和食～日本の自然、人々の知

恵～』を見学し、当時の食材や盛り付け、展示

方法について調査した。また、同年 8 月 19 日

には大津町の江藤家住宅を訪問し、披露宴会場

の見学及び現当主へのインタビューを行い、当

時の披露宴に関する知見を得た。 

 

2.4 試作及び専門家の助言  

 2025 年 9 月 11 日、熊本県立大学調理実習

室にて、献立 9 品の試作を行った。さらに、同

年 9 月 15 日には料理店「えのきぞの」を訪問

し、榎園氏よりレシピ、切り方、盛り付けに関

する具体的な助言を受けた。 

 

2.5 共有及び発信 

 2025 年 11 月 30 日、現当主、戸次先生、江

藤家住宅まもろう会会長、大津町役場職員を招

いた試食会を開催した。試食会では、事前に試

作した料理及び当日初めて試作した 4 品を含

む再現料理を提供し、献立解釈や再現内容につ

いて説明を行った上で、参加者との意見交換を

行った。（写真 2） 

 その後、2025 年 12 月 16 日に大学内団体

「たべラボ」のランチタイムミーティングにお

いて活動紹介を行い、給食での提供可能性や食

育教材としての活用について意見交換を行っ

た。 

 さらに、2026 年 1 月 15 日には、熊本県立

大学の学生食堂にて、再現献立を含む弁当の

提供を行った（写真 3）。提供に当たっては、

献立の背景や再現過程を伝えるポスター、チ

ラシを作成するとともに、家庭でも再現可能

な一人分レシピを作成、配布した。当日は、

ステージ発表を通して研究成果を共有した。

併せて、弁当購入者を対象にアンケートを実

施し、江藤家住宅の認知状況に加え、弁当を

食べたことによる昭和初期の食文化や地域の

文化への興味の変化について把握した。 

 

 

写真 2 試食会の様子

 

写真 3 2026 年 1 月の食育の日の弁当 

 

3. 結 果 

3.1 披露宴献立の翻字及び解釈 

江藤家住宅の蔵から発見された昭和 12 年の

披露宴献立について翻字を行った結果、献立の

全体像を把握することができた。 

 

3.2 献立再現の成果 

 献立及び献立解釈の結果を踏まえ、試作に充

てられる機会が限られていたことから、再現を



する料理の優先順位を設定した。具体的には、

特徴的な食材の使用や献立にまつわるエピソ

ードを有し、献立再現を通して昭和初期の食文

化や披露宴の特徴をより効果的に伝えられる

料理を中心に再現を行った。その結果、13 品

について再現に至り、昭和初期の披露宴料理を

具体的な形として示すことができた。(写真 4) 

 

 

写真 4 再現料理例 

 

3.3 アンケート結果 

 食育の日にアンケート調査を実施し、27 名

から回答を得た。 

 性別は、「男性」18%、「女性」78%、「その他」

4%であった。学年は、「大学 1 年生」11%、「大

学 2 年生」7%、「大学 3 年生」15%、「4 年生」

11%、「教職員・一般」56%であった。 

 「大津町にある江藤家住宅について知ってい

ましたか。」という質問に対して、「知っていて、

行ったことがある」が 4％、「知っていたが、行

ったことはない」が 15％、「知らなかった」が

81%であり、熊本県立大学内での江藤家住宅の

認知度は低いことが明らかとなった。 

一方で、「江藤家住宅についてより詳しく知

りたいと思いましたか。」という質問に対して、

「とてもそう思う」が 33％、「そう思う」が 33％

であった。「昭和初期の料理について詳しく知

るきっかけになりましたか。」という質問に対

して、「とてもそう思う」が 74％、「そう思う」

が 22％であった。これらの結果から、再現料

理の提供が、江藤家住宅や昭和初期の料理の関

心喚起につながったことが示された。 

 

4. 考 察 

4.1 江藤家の社会的地位の高さ 

再現した披露宴料理の内容から、当時の披露

宴が非常に格式の高い場であったことがうか

がえる。例えば、献立に用いられていた「ゆり

根」や「松露」は、いずれも高級食材であり、

特別な場で用いられる食材であったと考えら

れる。さらに、当時は自動車が普及していなか

ったにもかかわらず、海に面していない大津町

の披露宴献立に生魚が含まれていたことから、

江藤家の社会的地位や披露宴の格式の高さが

反映されていると考えられる。 

 加えて、献立に「アスパラガス」が含まれて

いた点も特徴的である。アスパラガスは、当時

日本に栽培され始めたばかり 2)の新しい食材

であり、披露宴という場で提供されること自体

が先進性や新規性を象徴していた可能性があ

る。 

 

4.2 再現料理による文化発信の効果 

アンケート結果から、再現料理の提供を通し

て、江藤家住宅や昭和初期の料理について「詳

しく知りたいと思った」「知るきっかけになっ

た」と回答した人が多く、関心が高まったこと

が確認された。特定の体験を通して興味が引き

出されることは、先行研究でも指摘されており

3)、献立再現は、地域の文化への関心を喚起す

る有効な手法であると考えられる。 

 

5. 結 論 

 本研究では、江藤家住宅の蔵から発見された

昭和 12 年の披露宴献立について翻字及び解釈

を行い、料理の再現を試みた。その結果、13 品

の料理を再現し、昭和初期の披露宴における食

文化を具体的に示すことができた。 

 再現した献立からは、高級食材の使用や内陸

部での生魚提供、当時としては新規性の高い食

材の採用などが確認され、江藤家が地域におい

て高い格式と社会的地位を有していたことが

食の側面から明らかとなった。 

 また、再現料理の提供を通して、江藤家住宅



や昭和初期の料理に対する関心が高まったこ

とから、献立再現は地域の文化を体験的に伝え

る有効な手法であると考えられる。 

 

6. 今後の展開 

 今後は、本研究で得られた再現料理の成果を

地域へ還元する取り組みへと発展させていき

たい。   

 まず、大津町の小中学校給食への活用が挙げ

られる。本研究で再現した献立の中から、現在

の給食基準や調理環境を踏まえ、給食として提

供可能な料理の選定をすでに行っている。今後

は、関係機関と連携し、実際の提供に向けた調

整を進めていく予定である。昭和初期の披露宴

料理をもとにした再現料理を給食に取り入れ

ることで、児童生徒が地域の歴史や暮らしと結

びついた食文化に触れ、郷土への理解や関心を

深めることにつながると考えられる。 

 次に、大津町歴史文化伝承館における活動成

果の展示が挙げられる。大津町の小学生は、総

合的な学習の時間に江藤家住宅について学ん

でいることから、献立の翻字資料、再現料理の

写真、再現までの過程を展示することで、学校

教育と地域の文化の学びをつなぐ場として活

用できる可能性がある。料理そのものだけでな

く、資料を読み解き、解釈し、実際の料理へと

落とし込む過程を示すことで、地域の文化を探

求する学びのモデルとしても機能すると考え

られる。 

 さらに、江藤家住宅の一般公開に合わせて再

現料理を提供することも、今後の展開として位

置付けられる。再現料理をきっかけに江藤家住

宅を訪れ、実際の建物空間や歴史的背景に触れ

ることで、その文化的価値を実感する機会が生

まれると考えられる。料理を通して江藤家住宅

の歴史や格式を体感することは、単なる見学に

とどまらず、建物や地域の文化を守り、次世代

へ継承していく意識の醸成につながる可能性

がある。 

 本研究着手のきっかけの一つとして、江藤家

住宅を守り継いできた「江藤家住宅まもろう会」

の高齢化という課題がある。貴重な文化財を将

来にわたって保存・継承していくためには、若

い世代がその価値を知り、関わる機会を増やす

ことが不可欠である。再現料理を活用した給食、

展示、体験型の取組は、地域や教育の現場で実

践できる活動であり、こうした経験を通して若

い世代が江藤家住宅に関心を持つきっかけと

なる可能性がある。将来的には、地域の文化財

を守る活動への参加につながることも期待で

きる。 

 このように、本研究で得られた再現料理の成

果は、研究にとどまらず、食育・教育・地域の

文化における実践として発展させる可能性を

有している。今後は、地域や教育機関と連携し

ながら、再現料理を活用した継続的な取り組み

を検討していきたい。 
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要 約 

 本研究では、熊本県民総合運動公園の平日利用者数向上を目指し、通年で日常的に利用できる

仕組みを検討した。プレイベントの結果から健康アプリ「げんき！アップくまもと」の集客効果

を認識し、アプリ連動のスタンプラリーと、多世代向けのアナログ形式ビンゴ（2 コース）を導

入した。12 月のイベントではニュースポーツ体験会も開催した。デジタルとアナログを融合させ

た施策により、滞在時間の有効活用や、アプリによる「ポイント付与」の報酬による運動習慣化

を促し、幅広い年齢層の公園利用と健康増進を図るモデルの有効性を検証した。 

 

キーワード：運動公園，「げんき！アップくまもと」，ビンゴ，スタンプラリー 

 

1. はじめに 

今回の連携先である一般財団法人熊本県ス

ポーツ振興事業団が管理する熊本県民総合運

動公園（以下、運動公園）は、東西に長い敷地

を持ち、西側から「リフレッシュゾーン」「フ

ィットネスゾーン」「アスリートゾーン」の 3

つのゾーンで構成され、それぞれのコンセプト

に沿った形で県民に幅広く利用されている。特

に、中央側と東側（「フィットネスゾーン」、「ア

スリートゾーン」）は学生や社会人の様々なス

ポーツの練習場所や試合会場として、幅広い年

齢層から利用されている。 

昨年度は、同ゼミで運動公園の西側施設の利

用を通じて、新たな施設や施設の活用方法を発

見し、ハロウィンスタンプラリーやクリスマス

イベントなど、季節ごとのイベントを実施して

西側ゾーンの魅力を発信し、利用者促進を図っ

た。 

今回の研究では、「平日の運動公園の利用者

が少ない」という課題を踏まえ、季節に限った

単発のイベントではなく、一年を通して日常的

に利用できる仕組みづくりを行い、平日の利用

者数向上を目的として研究を行うこととした。 

10 月 12 日（土）にプレイベントして、「歩

いてビンゴ！健康チャレンジ DAY」を実施し

た。このプレイベントでは、運動公園の自然を

活かした「ビンゴ×フォトウォーク」の仕組み

とニュースポーツの体験を実施した。また、こ

のプレイベントに参加した参加者には歩数計

アプリ「げんき！アップくまもと」のポイント

を付与することとして、アプリがどのくらい影

響力があるのかを測った。このプレイベントで

行ったアンケートの調査結果をもとに、通年利

用できるような仕組みづくりを行うこととし

た。 

 



2. 方 法 

 プレイベントのアンケートを収集した結果、

「Q 当イベントについて、何を通じて知りまし

たか？」の質問について、圧倒的に「げんき！

アップくまもと」のアプリでのポイント付与の

イベント開催通知が多数であったことがわか

った。このことから、アプリの効果が大きいこ

とを認識し、「げんき！アップくまもと」との

連携として、具体的に運動公園内にスタンプラ

リーコースを選定することにした。このスタン

プラリーコースを選定することによって、通年

日常的に利用できるような熊本県民・市民の皆

さまの健康増進を図る仕組みづくりを行い、平

日の利用者数向上を狙う。また、デジタル（「げ

んき！アップくまもと」）だけではなく、アナ

ログ形式のビンゴカードも運動公園内に設置

することによって、幅広い年齢層をターゲット

に日常的な運動公園の利用促進を促すことと

した。アナログ形式のビンゴカードは「フィッ

トネスコース」と「リフレッシュコース」の 2

つのコースを体験できるように作成した。「フ

ィットネスコース」はお子様の試合の観戦を目

的に来られたご家族の方々をターゲットとし、

試合の隙間時間や、試合後ではお子様と一緒に

ビンゴをしてもらうことを狙いとしている。

「リフレッシュコース」は、公園に遊びに来て

くださったご家族をターゲットとし、公園での

娯楽としてお子様と一緒にビンゴを楽しんで

もらうことを狙いとしている。これらを踏まえ

て、12 月 20 日（土）に運動公園の体育館にお

いて、「いきいきスポーツ DAY」のイベントを

開催した。このイベントでは、プレイベントで

好評だったニュースポーツ体験を行い、同時に

「げんき！アップくまもと」のスタンプラリー

とアナログ形式のビンゴカードの設置も開始

した。ニュースポーツでは、モルック・ペタン

ク・ピックルボール・体力測定の 4 つの種目を

体験してもらった。そして、参加するモチベー

ションを高めることを目的に、抽選会を開催し、

景品を用意した。また、熊本健康アプリとの連

携事業である、「げんき！アップくまもと」の

スタンプラリーコースについては、イベント開

催日である12月20日〜2月末日までの期間限

定で開催し、参加者の動向を図る。同時に、ア

ナログ形式のビンゴカードも、イベント開催日

である 12 月 20 日以降から運動公園に設置し

ていただき、参加者の動向を図る。イベントの

開催に向けて、チラシやポスターを作成し、県

立大学周辺のお店や福祉施設、学校、病院など

を中心に広報活動を行った。また、小薗ゼミの

Instagram（肥後イベ）でもイベントの詳細を

発信した。 

 

   
図 1 イベントのチラシ 

 

図 2 スタンプカード 

   
図 3 アナログ形式のビンゴカード 



 

図 4 「げんき！アップくまもと」のスタンプ

ラリーに関するチラシ 

 

3. 結 果 

 本イベントの実施結果を以降に述べる。また、

イベント実施の様子を図の 5 と 6 に示す。 

 

図 5 ニュースポーツ実施の様子 

 

図 6 身体測定実施の様子 

1）「いきいきスポーツ DAY」アンケート結果 

 本イベントでは、約 80 人の方々に参加して

いただいた。今回は体育館での開催であったた

めか、前回のプレイベントより参加者数は少な

い結果となった。参加者の年齢層としては、

0~9 歳が全体の約 27.7%と一番多く、30 代が

全体の約 15.4%、40 代と 70 代が全体の約

13.8%の結果となった。本イベントでは、親子

連れとお年寄りの方の参加者が多数となった。

次に、「イベントを知ったきっかけ」というア

ンケート項目に対して、「げんき！アップくま

もと」が全体の約 23%と一番多く、次に「運

動公園内の掲示・チラシ」が全体の約 19%と

いう結果となった。このことから、「げんき！

アップくまもと」の影響力が一番大きいことが

今回のイベントでも明らかになった。また、

「「げんき！アップくまもと」との連携事業の

平日開催」については、「参加したい」が全体

の約 48％、「平日でなければ参加したい」が全

体の約 48％という結果となった。このことを

踏まえると、多くの参加者が「げんき！アップ

くまもと」との連携事業に対して意欲的である

ことがわかったと同時に、平日での参加は仕事

や学業などを踏まえると難しいことが考えら

れる。 

 

2）「げんき！アップくまもと」スタンンプラリ

ー 

 スタンプラリーは、リフレッシュコース 167

人、フィットネスコース 155 人の計 322 人が

参加してくれている（2026 年 1 月 30 日 9:30

時点）。今回のスタンプラリーは、2026 年 2

月 28 日まで実施する予定であるため、より多

くの参加者が見込める。 

 

3）アナログ形式のビンゴカード 

 アナログ形式のビンゴカードの参加者は 8

人となった（2026 年 1 月 30 日 9:30 時点）。 

 

4. 考 察 

 プレイベントのアンケート結果から、参加者

の多くが「げんき！アップくまもと」のポイン

ト付与や通知をきっかけに来場したことが明

らかになった。デジタルツールの「げんき！ア

ップくまもと」のスタンプラリーは、2 月末ま



で実施した場合、約 400 名の参加者が見込め

る。その場合、1 年間で 4 回実施していくと考

えると、年間 1600 名の利用者増加が考えられ

る。アナログ形式のビンゴカードよりデジタル

形式のスタンプラリーの方が、遥かに利用者数

が多かったため、デジタル形式がより身近で簡

単に利用しやすいことがわかった。また、歩い

たらポイントが付与されるなど、何か「報酬」

があることで歩くモチベーションにつながっ

ていることが考えられる。一方で、デジタルに

不慣れな層や、親子のコミュニケーションを重

視する層に対して、アナログ形式のビンゴカー

ドの導入は、利用者の中で認知度が広まってい

った場合、利用率の増加が見込めるのではない

かと考える。特に、「フィットネスコース」と

「リフレッシュコース」という、ゾーンの特性

に合わせたコース設定は、試合の待ち時間や家

族でのレジャー時間という既存の滞在時間を

運動時間へと転換させる効果があると考える。

アプリとアナログを併用する「ハイブリッド型」

の仕組みにすることで、幅広い年齢層へのアプ

ローチすることができ、公園全体の利用率増加

へと繋がるのではないかと考える。 

 

5. 結 論 

 本研究では、熊本県民総合運動公園の平日利

用者数向上を目指し、デジタルとアナログ施策

を融合させた多世代参加型の仕組みづくりに

取り組んだ。結論として、既存の歩数計アプリ

との連携は強力な集客ツールとなり、利用者数

向上に寄与していることがわかった。アナログ

形式のビンゴカードは対象者を選ばず、子供か

らお年寄りまでの幅広い年齢層へアプローチ

できるが、公園利用者への認知度をこれから高

めていかなければならない改善点があった。ア

プリによるスタンプラリーにおいては、利用で

きる時間が選定されていないため、利用者が空

いている時間に運動公園のスタンプラリーに

参加することができる。そのため、平日でも運

動公園の利用者の向上が見込めるのではない

かと考える。 

6. 今後の課題と展望 

 今後の課題としては、イベントの参加者年齢

層を踏まえると、10 代、20 代の若者による運

動公園の利用が少ないことが挙げられる。若者

を集客するには SNS 映えや流行に沿ったイベ

ントを開催することが鍵だと考える。そのため、

運動公園の西側エリアのリフレッシュゾーン

の施設を活かした季節ごとのテーマフェス

（例:「バラ園×フラワーフェス」、「夜の音楽

広場×キャンドルナイトライブ」など）や、広

場を用いてフリーマーケットとニュースポー

ツ体験の同時開催などの案を提案する。実際に

アンケートの「運動公園にてフリマ・テーマフ

ェスの開催」に関する問いに対して、「参加し

たい」が全体の 84%であったことを踏まえる

と、若者だけでなく幅広い年齢層の参加の期待

もできると考える。 
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